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東北工業大学は「わが国、特に東北地方の産業

界で指導的役割を担う高度の技術者を養成する」を

建学の精神とし、1964（昭和 39）年に１学部２

学科からなる単科工業大学として仙台市に設立さ

れました。現在は２学部８学科を擁する文理融合

型の大学に発展しました。開設当時の 1963（昭和

38）年には日本初の原子力発電開始、翌 1964

（昭和 39）年には東京オリンピックの開催ならび

に東海道新幹線の開通と、社会の活発な動きがあ

った時代です。これらの背景には一つに敗戦から

の立ち直り、二つに電子工学の勃興、三つに科学

技術振興への高揚があります。本学が創設された

のは、1960（昭和 35）年、池田内閣の国民所得

倍増計画策定間もない頃であり、日本の高度経済

成長期に向かう中で、それを牽引する技術が飛躍

的に進展を遂げようとする、胸躍る時代でありま

した。日本全体が活気に満ち、一方向にベクトル

をそろえていたときと思います。

半世紀後の今、世界情勢、日本社会の状況は大

きく変化してきました。しかし、不思議なことに、

半世紀前と類似する姿を垣間見ることができます。

戦後の経済復興、新幹線の開通、東京オリンピッ

クに代表される国家事業などの人材確保のために、

かつて東北の地から多くの人々が故郷を離れまし

た。そして今、大震災からの復興、原子力発電の

再開、2020 東京オリンピック開催決定、北陸新幹

線の開業もあり、半世紀前の状況を連想させる物

事が起きています。そして、地方創生が叫ばれて

いる状況は半世紀前、錦の御旗を掲げ発展を目指

した日本の姿と重複しているように思われます。日

本が持続可能な発展を維持できる社会を築くため

には、全てが中央に集中している現状を変え、特

に東日本大震災で大きな痛手を負った東北の地を

はじめ、地方を活性化する必要があると痛感しま

す。

半世紀前と類似する状況が再現している一方、こ

の半世紀には大きな変化もありました。ビックデ

ータ、クラウドコンピューティングに代表される

情報技術の著しい進歩です。村上洋一郎氏が學士

會会報 No.913（2015 年７月号）で、「僅か半世紀

の間に起こった、実用的な情報技術の驚異的な進

歩は、人類の歴史のなかでも、ほとんど見当たら

ないような稀有の例ではないかと思う」と述べて

おられます。このように進歩した情報技術の社会

の中で、大学教育、特に教育法はどうあるべきか

が大きな課題です。短時間で急激な変化をとげた

情報技術は、素早く社会に浸透し、生活に取り入

れられています。教育手法では、その急激な発展

を受け入れる体制が追いついていないのが現状で

す。

課題解決方法を導き出すやり方には、発生する

課題に対応するため基礎知識を蓄え、その知識を

駆使し解決方法を導き出すやり方があります。大

学の使命は、直面する課題を解決する即戦力を持

つ学生を育てるよりは、そのような課題解決のた

めに、将来発展する分野に対応できる学生を育て

ることであるとの考え方があります。大学教育に

おける基礎知識教育を重視するものです。一方、

現実の課題に接して学び、次の課題に対応しなが

ら解決法を導き出すやり方もあります。On job

trainingは正にその手法でしょう。個性ある人間を

教育することには、王道はないと思いますが、人

類の歴史上、他に類を見ない急激な変化を遂げた

情報技術への教育の対応については、試行錯誤し

ながら良い方法を模索したいものです。

地方創生という現状社会の要請に対する対応策

を模索するには、保有する知識と技術を駆使し、

急激に進化を遂げた情報技術を教育の中に適切に

取り入れる必要があります。そして、技術によっ

て地域に貢献する人材を育成することが、今こそ

大学が果たさなければならないことでしょう。

東北工業大学・学長 宮城　光信

半世紀の変化―変わらないこと、

変わったこと
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新しい学びの扉

一般社団法人 Future Skills Project 研究会 事務局長
株式会社ベネッセコーポレーション 学校本部 平山　恭子

１．「Future Skills Project研究会」とは
Future Skills Project研究会（以下、FSP研究会）

は、「大学は社会で求める人材を輩出できていな

いのではないか」という声が根強いことを課題と

して、安西祐一郎氏（日本学術振興会理事長・慶

應義塾学事顧問）を座長とし、６企業（アステラ

ス製薬株式会社、サントリーホールディングス株

式会社、株式会社資生堂、日本オラクル株式会社、

野村證券株式会社、株式会社ベネッセコーポレー

ション[研究会事務局]）と５大学（青山学院大学、

上智大学、東京理科大学、明治大学、立教大学）

で構成されています。このような背景をもとに産

学で共に議論をする会として2010年７月にスタ

ートし、2014年４月に一般社団法人として活動

を新たにした組織です。

２．FSP研究会での議論
～「主体性を引き出す」ことを目的に～
活動当初のFSP研究会での学生に対する見解は

以下のようなものでした。

１）学生の多くは、自分の志向に合ったモノ、　

経験したことがあるモノに対しては、自発的

かつ積極的に取り組む。また、採用現場や新

人研修の場で感じるのは、むしろ課題解決の

面では「優秀な学生」が多いという事実であ

る。しかし、先行き不透明な状況で経験した

ことのないような課題に出会ったとき、もし

くは何が課題なのかも不確かな場合に、「自

律的に立ち向かう」とういう姿勢については

足りないのではないか。

２）現状でも主体的に活動する学生は存在する。

学外でのアルバイト経験やサークル活動とい

った体験を通じて学ぶこともあるだろう。しか

し問題は、学生の多くを占める「指示されれ

ば動くが、自分からは動けない層」をどうす

るか、である。こうした「沈黙の学生」の主

体性を引き出し、学びに向かわせ、社会全体

の底上げを行う役割こそが大学にもとめられ

ているのではないか。

こうした議論を背景に我々は、「課題解決能力

やコミュニケーション能力等もさることながら、

その基盤として必要なものこそが『主体性』であ

り、すべての能力を発揮するためのエンジンのよ

うなもの。この主体性こそ、大学の学びで引き出

すべき」との結論に至りました。そして、主体的

な学修者とは、自分には何が足りないのかに自ら

気づき、卒業までに何を学び、何を身につけるべ

きなのかを考えられる学生。つまり、大学での学

びを目的化し、主体的に向き合い、学ぶことがで

きる学生であると定義しました。

教育の質が向上することで、学生はどう変わるのか？
～未来を創る「主体的な学び」を実践する

Future Skills Project 研究会の挑戦～

自ら考え行動できる学力を生涯に亘り身につけられるよう、大学は教員による一方向的な教

育から対話を中心とした教育に転換する必要があるが、組織的に推進されていない。そこで本

企画では、初年次におけるアクティブ・ラーニングの先進事例として、Future Skills Project 研

究会による企業・大学が連携したPBL型学習の取り組みを紹介いただくとともに、参加大学か

らもその試みを紹介いただく。



しかし、「主体性」は教えたからといって身に

つくものではありません。「主体性」は育成され

るものではなく、「引き出される」ものではない

でしょうか。

では、どのようにすれば主体性は引き出される

のか。我々は、学生が「答えのない」課題に対し

てゼロから考え、やり抜く体験こそが主体性を引

き出し、体験を通じて学びの意欲を高めるのでは

ないかと考えました。この考えのもと、まずは議

論よりも実践によって検証するべく、2011年４

月より複数大学で産学による実践講座（以下、

FSP講座）の展開を始めました。

３．主体性を引きだすFSP講座の概要
この講座は、企業からの課題に対し、学生がチ

ームで議論を重ね、解決策やアイデアをプレゼン

テーションし、それを企業が評価するという体験

型学習（PBL：Project Based Learning）の形式を

とっています。講座の概要を以下に説明します。

この講座は、原則として全14コマ（表１）で
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展開します。学生が５～７人でチームを組み、前
半と後半で二つの企業から出される課題に取り組

みます。一つの企業から提示される課題に、５週

間（５コマ）で取り組み、最終回では課題解決策

を、チーム毎に企業にプレゼンテーションをしま

す。当然、授業中に議論や解決策の検討が完結す

ることはほぼなく、学生は授業時間外にもチーム

で集まり議論を重ねます。またこの二つの企業の

組み合わせは、前半がBtoCの企業から、後半は

BtoBの企業からと、各課題のビジネスモデルが

異なるように組み合わせています。複数企業の事

例に触れることで、企業によって価値観が異なる

こと、社会には自分の知らない企業もあり、それ

ぞれに役割・位置づけが異なることを知り、より

具体的に社会を知るきっかけとなるのです。

この講座の最大の特徴は、原則として１年次前

期に実施することです。これまでの大学教育は、

１～ ２年で講義型の授業を中心に身に付けた知
識やスキルを土台として、３～４年に演習やゼミ
などに移るという流れが一般的でした（図１）。

しかし、３・４年次で演習やゼミでの学びによっ

て「自分はこんな力が足りない、こういう学びも

大切だ」と気づいたとしても、卒業までに学び直

す時間はもう残されてはいません。この講座では

学びの順序を変え、１年次前期に課題を解決する

経験をします。この経験によって、今の自分に何

が足りないのか「気づき」をもたらし、大学での

学びの重要性を理解し、授業への意欲が高まるこ

とを狙いとしました。　

新しい学びの扉

図１　大学教育の流れ

表１　FSP講座時間割
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また、この狙いを達成するために重視するのが

「失敗」経験です。このFSP講座では、入学した

ばかりの学生は、知識も技能も教えないままに企

業が抱えているリアルな課題に取り組みます（表

２）。そのため、ほとんどのチームが十分な成果

物を完成できず、企業からの手加減のない厳しい

指摘を受けます。その厳しさに大半の学生は落ち

込みます。一般のPBL型授業では、ここで終わり

ますが、FSP講座はここからが本番です。すぐに

後半の企業課題が提示されると、前半企業の取り

組み活動の反省を踏まえ、どのチームも前半企業

の活動よりも深く議論ができ、チーム活動にも工

夫が表れます。つまり、一つの講座の中で、失敗

→内省→概念化→実践という学びのサイクルを回

す仕組みになっているのです。

４．学生の主体性は引き出されたのか
FSP講座の受講生を対象としたアンケート結果

から、主体性が引き出されたと推察されるいくつ

もの傾向が見られました。ある大学での集計（図

２）では、この講座のために使った一人当たりの

授業外の活動時間の合計平均が75.8時間となりま

した。これを15コマで割ると、１コマ当たり平

均5.05時間を費やしていることになります。また、

個人活動と比べてチームミーティングの時間が長

いのは、個人ワークでは自分が理解するだけでよ

いのですが、チームで一つの合議を出すとなると

チームメンバーを相手に自分の意見を理解させる

必要が出てくるからです。また、特記すべきは、

前半企業よりも後半企業のほうが授業外で活動し

た時間が個人活動、チームミーティングに増えて

いることにあります。後半企業は、前述した通り

BtoBの企業であり、出される課題も学生にとっ

てなじみのないもの。それにも関わらず、前半の

反省を生かし、より主体的に取り組もうとする学

生の姿が見えるのです。

新しい学びの扉

図２　Ａ大学における授業外でFSP活動にかけた
平均時間（2012年度）

  ©2014 Future Skills Project. All rights reserved.      ©2014 Future Skills Project all rights reserved表２　FSP講座企業課題例（2012年度）

N=41 単位・時間



ン能力とは、具体的に、自分の意見に説得力を持

たせるための論理性や根拠、データに基づく裏付

け、説得力などといった要素を含んでいると理解

していました。その発言の一部（表３）を見ても、

学生が自分の意見を持つことと、それを他者に伝

え、理解をしてもらうことの難しさを講座から学

んだこと、今後学んでいこうとする姿勢がうかが

えます。

５．明らかになった「主体的な学修者」
への変化とその後

実践を重ねて４年が経過しました。過去の実践

により、学生の多くが自ら学びに向かう大切さと、

社会の広がり、自分に必要な学びに気づくことが

分かってきました。そして2015年３月に、FSP

講座１期生がいよいよ企業人として大学から社会

へ巣立っていきました。ここでは、教育の質の向

上を目指し実践した講座に対する学生達の反応を

紹介します。講座を受講し、学生達がどのような

変化を見せ、大学でどのように学び、社会に出で

いくのか。彼らが進級するごとに行った追跡イン

タビュー調査をもとに考察します。

また、この講座の最後に受講生が発言した内容

にも触れたいと思います。「この講座から学んだ

こと」を分類してみると（図３）、最も多かった

のは「コミュニケーション能力の必要性」であり、

およそ３分の１の学生が言及しています。この言

葉だけを見ると浅い感想に思えますが、その内実

は「自分の意見をチームメンバーに伝え、理解し

てもらうことの難しさ」ということのようです。

自らのこの講座での経験から、コミュニケーショ
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表３　FSP講座を受けて学んだこと（全大学の回答から抜粋）

図３　講座で学んだことは何か

アンケートは全大学の受講生に行い、グラフは、複数選択の

中の１位のみを集計対象として作成した。



んで選ぶ者が多く、更なる学びへの「意欲の高ま

り」を示していました。

（３）３年次－彼ら自身の考えや体験に基づいた

選択・行動基準

１年次、２年次と、彼らは、更なる成長の機会

こそがまさしく大学の授業であり、大学こそが

「答えのない」課題を解決する訓練ができる場、

つまりは高度な思考力を獲得する場であることを

理解し、その後の履修行動や授業の受け方に変化

を見せました。と、このような例だけを取り上げ

ると、FSP講座を受講しさえすれば、学生は人が

変わったように「主体的な学修者」になり成功し

ているように聞こえるかもしれません。しかし、

FSP講座を経験した学生であってもほとんどは、

学びながらも悩み、遠回りもし、寄り道もしなが

ら後悔もし、少しずつ成長していました。決して

直線的ではない成長を繰り返しているのです。た

だし、そうした中での彼らの特徴は、「誰かが言

ったから」「世間で言われているから」という理

由ではなく、「自分に欠けている知識だから」「自

分が得たいスキルだから」という、彼ら自身の考

えや体験に基づいた選択・行動基準だということ

です。

象徴的なのが以下のエピソードです。それは３

年次になってやっと出てきた「とにかく本気で

色々なことをやってみた、学んでみた。今思えば、

無駄だったなと思うことも沢山ある。でも、色々

と遠回りもした結果、自分の価値観や志向の輪郭

がはっきりしてきた」という発言でした。FSP講

座を受講した学生は、１年次のうちは「もっと学

びたい。２年以降、どう学んだらよいのか指南し

て欲しい」と言います。しかし、どう学ぶかに王

道はありません。常に誰かが教えてくれるもので

もありません。それは自ら考えて欲しいと考え、

突き放しています。この結果、「学び」を主体的

とらえ、自らの考えで行動する学生が現れます。

こうしたプロセスを経て、３年次になってやっと、

各々の「個性」や「価値観」など、かけがえのな

い「自立した個」が確立されてくることが感じら

れました。この姿勢の変化は、大学での学び方の

みならず、サークルやバイトなどあらゆる大学生

（１）講座直後（１年次）－限界まで挑戦した経

験から生まれる「気づき」と「意欲の高まり」

FSP講座を終えた直後の学生にインタビューを

すると、発言の中にいくつかの発見がありました。

彼らにこの講座を振り返ってもらうと「いま持っ

ている自分の知識と能力を全部出し切った」「こ

れまでに培った知識を“使ってみる”という初め

ての経験をした」「自分でも信じられないくらい

本気でやった」という感想が口々に出てきます。

この言葉から、大学入学段階で持ちうる知識と思

考力の全てを持ってリアルな企業の課題に向き合

い、手加減なしに限界までやり切っていることが

うかがえます。

さらに注目すべきは、その結果、「自分に足り

ていない知識が分かった」「もっと勉強したい」

という“学びへの意欲の高まり”を口にすること

です。これは、限界まで能力を発揮して取り組ん

だ経験で、自分に足りていない知識や能力に「気

づく」ことができ、気づいたからこそ生まれた、

学びへの「意欲の高まり」であると言えます。裏

を返せば、こうした経験がないところで、いくら

学びの重要性を説いたとしても、学生自らが、

「何を」学ぶべきかを知る、つまり「主体的な学

修者」になるには程遠いことを想像させます。

（２）２年次－学生が見せた履修行動の変化

２年次に進学した彼らの中に見られた行動の変

化で最も特徴的だったのが履修選択です。一般的

には、入学時と同様に上級生の評判を鵜呑みにし

た、楽に単位が取れる“楽単”と呼ばれる科目と

必修を組み合わせて履修選択をしているケースが

散見されます。当然GPAなどを考えた場合、”楽

単“と呼ばれる科目を履修した方が有利ではない

か、と考えがちです。しかしこの講座を受講した

学生は、“楽単”よりも“自分の興味がある科目”

を主体的に選択していました。彼らは、「興味が

ある科目の方がテスト前に頑張れる」と言い、中

には厳しい科目を履修した結果、“楽単”を選ん

だ１年次より成績は良くなった、という学生も現

れました。また、３年次のゼミを選択する際に、

俗にいう「鬼ゼミ」といわれる履修をするにも相

当な労力を覚悟することを前提にされたゼミを好

新しい学びの扉
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活の中でも、どう行動すべきかを考え自ら実践す

る力強さも示してくれました。

（４）４年次－「主体的」行動がもたらした社会

に出る「覚悟」

４年次のインタビューは就職活動や卒論の提出

を終えた11月に行いました。インタビューに応

じてくれた学生に共通しているのは、今後の進路

選択に際し、自分で考え自分で進路先を決めたと

いう「自己決定感」が強いことです。学生は、自

らの思考や体験に裏付けられた明確な理由と価値

観で、彼らなりの就職活動を行っていました。あ

る者は徹底的に「人」にこだわり、数多くの人物

に面会をすることで自分の価値観を明らかにし企

業の選択をしていました。ある者は詳細な比較や

研究をもとにした企業分析を行い、その意見を社

員にぶつけてみることで、会社の対応や反応を確

かめていました。彼らのいずれもが、マニュアル

本などに記載された典型的な就職活動とは違う、

主体的な就職活動を行っていたのです。また、ど

の学生の言葉にも、社会に出る「覚悟」がありま

した。「自分で納得いくまで調べ、人と会って決

めた進路先だから、やるしかない」「不安もある

けど、失敗もするだろうけど、本気でやりたい」

という等身大の彼らの言葉。そこから我々が学ん

だことは、「主体的」な行動こそが強い「自己決

定感」につながり、「覚悟」を支えています。つ

まり、自分の人生を「自分事」と捉え、状況に対

して主体的に考え、対峙しようとする姿勢です。

まさしく、我々FSP研究会が目指した「社会で求

められる人材」の輩出のきっかけになっていたこ

とに５年間の研究活動を経て、やっと実感するこ

とができたのです。

６．最後に
「教育の質の向上」をスローガンに、多くの大学

が様々な改革に乗り出しています。しかし、その改

革の内容は本当に学生に伝わっているのでしょう

か。学生の「学修行動の変化」にどれほどの影響を

及ぼしているのでしょうか。形だけのカリキュラム

編成や、体系の見栄えだけを変えたり、奇抜な名称

のコースやプログラムを作ったりすることだけで、

本当に学生を「主体的な学修者」に変えることがで

きるでしょうか。

また、IRなど数値での検証が要求される中、どの

ような数値改善を見せたのか「わかりやすい」成果

を出すことに、我々は追われがちです。

しかし、教育的効果が全て測定可能な数値では語

れないことも、我々教育に携わる者であれば知って

いるはずです。そのような騒然とした動きの中で、

我々はじっくりと実践を積み上げてきた。FSP講座

をきっかけに、幾人かの学生が「主体的な学修者」

に変わり、大学での多様な学びの中から自ら選択し、

豊かな４年間を過ごしていました。こうした活動を

通じて、「個」が確立する機会を豊富に用意するの

が大学であり、その先に、社会で必要とされる力を

備えた人材が輩出されるという考えが、必要である

ことを我々は改めて確信しています。

７．今後の展開
FSP研究会では、2014年度４月に一般社団法

人化し、全国の大学で同様の取り組みが拡大する

ことを目指すこととなりました。全国にこの活動

を拡大するために必要な講座ノウハウの汎用化を

はじめ、活動はまだこれからといってよいでしょ

う。また、前述したような学生の変化も、一部の

学生の定点観測であり、全ての学生の「主体性」

を引き出せたわけではありません。

まだやるべきことは多くあります。だからこそ、

少しでも多くの理解者と共に実践を続け、一人で

も多くの学生に変化を起こすことができる、汎用

性の高い講座を実現するために活動を続けていき

たいと思います。「批判・批評より実践」「一部の

教員の特別な授業より、一人でも多くの学生に変

化を起こす」。こうしたコンセプトに誰もが取り

組めることを目指し、我々研究会は活動を拡大し

て参ります。

※活動内容の詳細は、Future Skills Project研究会

ホームページを参照ください。

http://www.benesse.co.jp/univ/fsp/

新しい学びの扉
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新しい学びの扉

法政大学経営学部長 竹内　淑恵

私は、今でこそ大学で「マーケティング論」を

教えていますが、もともとは高校・大学を通じて

理系、今風に言うと「リケジョ」です。なぜ理系

を選んだのかというと、「答え」があるから取り

組みやすいと高校生時代に考えたからです。その

私が大学卒業後にライオン(株)に入社し、５年間

の研究所勤務を経て、マーケティング本部に異動

になり、直面したのはまさに「答えのない、ある

いは答えが一つではない仕事にどう向き合うか」

という課題でした。日々のOJTの中で体得してい

くという手探りの数年を過ごして、管理職になっ

た後、改めて「きちんと体系だって勉強して、業

務に活かしたい」と考え、勤務の傍ら、社会人大

学院に通い、修士と博士の学位を取得しました。

25年間の企業勤務、そして、13年目になる大学

教員、この両視点から気づいたことと学生に期待

することをまとめたいと思います。

本学経営学部では、ベネッセコーポレーション

が事務局をつとめるFuture Skills Project研究会の

プラットフォームに基づいて、2014年度から

FSP講座を開講し、2015年度は２クラスに拡大

して展開しています。対象は入学したばかりの１

年生、しかも春学期の開講ですから、まだ高校生

までの「学習」と大学での「学び」の違いを理解

しないうちに、いきなり大学での「学び」の洗礼

を受けることになります。

なぜ大学での「学び」の大切さを体得する必要

があるのでしょうか。大学でいかに学ぶのかを自

ら考えて、主体的に取り組むこと、それを身を持

って体験することが重要だからです。それは将来、

企業で働くときに必要な力を養うためでもありま

す。学生たちは「この科目は楽勝科目だから取ろ

う」、「ガチは嫌いだ、面倒だ」、あるいは、「アル

バイトの時間に合わせて、残りの時間に取れる科

目で時間割を埋めよう」と易きに流れる傾向があ

ります。単位も学位も「与えられる」ものではな

く、自ら「取る」ものなのに、そういった認識を

持っていません。そのような気持ちで無為に４年

間過ごし、就職したらどうなるのでしょうか。私

自身が管理職になって部下を持ったときに感じた

のが、仕事を与えれば、あるいは、指示を出せば

動くのに、自分から進んで課題を見つけて解決す

る、あるいは、提案することが少ないということ

でした。与えられた課題の解決もままならない場

合もあり、私が30代後半の未熟な上司だったこ

とも原因でしょうが、そういう部下の育成は骨が

折れると実感しました。

重要なのは、なぜその課題に取り組む必要があ

るのか、より具体的に言うと、その課題はどのよ

うな現状、環境の下に設定されているのか、そし

て、どのような意味を持っているのか等、課題の

本質を捉えることではないでしょうか。今回の講

座に限って言うと、企業から与えられたMission

に対して、初めての経験ゆえ、なかなかそこまで

理解するのは困難だったでしょうが、物事の本質

を捉えることが基本であり、スタートであるとい

う認識を持つ必要性を少なからず感じたと思いま

す。課題に取り組む中で、チームワークの重要性

やコミュニケーション能力の大切さも実感できた

ことでしょう。課題を設定できれば解が見つかっ

たも同然だという言い方をされることがありま

す。何が問題で、何を取り上げる必要があるのか

に気づけば、答えは自ずと導かれるという主張で

す。とは言え、まだこのような思考に慣れていな

い大学１年生にとっては、課題が与えられても、

解を見い出すことは難しかったようです。課題解

決能力を培うことに努め、何度も経験を重ね、将

来的には自ら課題を設定できるよう、チャレンジ

課題を解決すること、そして、課題を設定すること
～講座最終日に学生へ贈ったメッセージより～

法政大学



してもらいたいと思います。

法政大学の田中優子総長は、2015年度の入学

式の式辞で、「世界のどこでも生き抜く力を持っ

た学生を育てたい」、「自ら考え、自らの基準をも

ち、自らの道を選択することのできる『世界市民』

を育てたい」と述べています。FSP講座を受講し

た学生は、主体性を養うことが重要そうだと、入

学時のガイダンスを聞いて気づき、自ら志願して

本講座を履修したという意味で、すでに主体的で

本学文学部は、2014年度の後期に１年生の必

修授業としてFSP講座をトライアル的にスタート

させ、2015年度はいよいよ前期での実践となり、

７月末に、最終回の「自分Project宣言」を終えま

した。学生たちのリアクションシートで目をひい

たのが、チームに言及する学生のコメントです。

「チームで動くというのはとてもとても大事なこ

と。ちゃんと来ない人や、まとめてくれる人や

様々な人がいる中で、私はどうしたら良いのだろ

うと考えることが多くありました」、「一人ででき

ないことでもチームのみんなで集まって議論すれ

ばよりよい提案ができることを知ることができま

した」、「コミュニケーションが取れない自分をチ

ームの一員として見捨てずに、チームが支えてく

れました」といったものです。自分自身の能力や

スキル不足について内省するにとどまらず、自分

以外の他者にも視点が向いたことを表すのが、こ

の「チーム」という表現であり、FSP講座を本学

で実践するにあたっての最重要キーワードと言え

ます。

本学文学部で１年生の必修としてFSP講座を導

入しようと考えた時、まず直面し、受け入れなけ

ればならなかった課題は「教員一人ではできない」

ということでした。必修科目で実施するとなれば、

一人の教員が130名を超える学生を担当すること

は現実的ではなく、また産学協同という点から言

えば、企業とのつながりを持たない教員では参加

企業の確保が困難です。これらの課題を克服し、

「文学部でFSP講座を実践するにはどうしたらよ

いのか」。これこそが、まさに本学教職員に課せ

られた「FSP講座」となりました。FSP講座に従

うならば、まず、「チーム」を作らねばなりませ

ん。最初のチームは講座を担当する教員５名と、

参加企業の確保に向けて就職支援センターの職員

１名で構成しました。当初は担当教員も、「講座

の良さはわかるけれども、本当にできるのだろう

か」、「企業は確保できるだろうか」と実践に向け

た不安や懸念が大きく、全員が直ちに同じ目標を

共有するということは難しい状態でした。

その一方で、「とにかく、面白そうだからやり

ましょう」と前向きな姿勢を見せてくれたのが、

直接講座を担当しない若手の教職員たちでした。

就職支援センターの職員は、参加企業を開拓する

ための準備を進め、ともに企業に説明をしてくれ

ました。また、この新しい取り組みをどのように

発信していくのかにあたっては、広報室の職員と
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あろうとする芽を持っています。現時点で感じて

いる思いを忘れることなく、これからの大学生活

４年間を有意義に過ごしてほしいと思います。そ

して将来、与えられた課題をこなして、解決でき

るレベルにとどまらず、率先して課題を設定し、新

地を開拓できるフロントランナーに育てたい、育

ってほしいと切に願っています。大学として、そ

うした学生を一人でも増やすために、今後も産学

連携を一層強化していきたいと考えております。

新しい学びの扉

金沢学院大学文学部准教授 前川　浩子

チーム金沢学院の挑戦
～教職恊働で作る学生の学びの機会～

金沢学院大学
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相談し、PRに協力してもらいました。その他に

も、様々な部署の若手の職員や、講座を担当しな

い文学部の若手の教員にFSP講座の説明をし、講

座を見に来てもらうよう働きかけました。学生を

目の前に、講座の教室に立つのは担当教員ですが、

不安な教員を誰かに支えてもらわねばなりませ

ん。若手の教職員にFSP講座のファンになっても

らうことで、そのサポーター役をお願いしたので

す。不安と懸念を抱いていた担当教員も、講座が

スタートすると、困ったことが起これば教員同士

で相談し、また、嬉しいことがあればその喜びを

共有し、多くの教職員に支えられ、2014年度の

トライアルの講座を終える頃には「チーム」にな

っていました。２年目となった2015年度前期開

講にあたっては、教務部との連携で、学生が授業

外にチーム活動ができるように時間割を調整し、

空きコマを作ってもらうことができました。また、

1．はじめに
名城大学経営学部では、2014年度より、FSP

講座を試験的に導入しております。とはいえ、

2014年度は諸般の事情から、後期に１企業のみ

のご協力を仰ぐという変則的なスタイルとならざ

るを得ませんでした。この点、2015年度は前期

に２企業の課題に取り組むという本来の形でFSP

講座を実践することができました。ここでは、両

者を比較し、学生に２企業からの課題を経験させ

ることの意味について考察してみたいと思いま

す。

２．導入クラスの概要
我々は、１年次必修科目「基礎ゼミナール」の

２クラスを母体にFSP講座を実践しております。

１クラスが15名強の人数となるため、１グルー

プ当たり５名ないし６名からなる６チーム編成で

の取り組みとなりました。

３．2014年度の実施概要と反省
冒頭でも述べたように、2014年度は、年度途

中でFSP講座導入を決定したこともあり、準備の

都合や学部行事との調整が上手く進まず、後期に

JTB中部１企業のみの協力を仰ぐことしか適いま

せんでした。もちろん、同社の献身的なご助力を

得て、学生たちは多くのことを学びまた更なる学

びの必要性を実感していました。しかしながら、

同時に我々は以下のような限界を痛感したので

す。第１に、半期15回の中に２企業を入れ込む

のに比べて、１企業だけで実施する場合には、半

2014年度よりも講座参観する教職員の数も増え

ました。

FSP講座では、失敗体験を学生の学びに対する

意欲につなげるということを仕掛けの一つにして

います。しかし、この仕掛けが有効に機能するの

は、「安全と安心が確保された環境での失敗」で

はないかと考えています。そして、安心と安全を

提供するために必要なのが、教員と職員が信頼し

合い、チームとなった環境づくりなのではないか

と思われます。FSP講座の実践は、本学における

学生の学びの機会（失敗の機会）を担保するため

に私たち教職員が一つのチームとなる機会、そし

てその姿を学生に見せる機会を与えてくれまし

た。本学は2016年度より全ての学部での講座実

践を予定しています。「チーム金沢学院」の力を

いっそう高め、新しい金沢学院の教育改革をスタ

ートします。

新しい学びの扉

二つの企業を経験する意味

名城大学経営学部准教授 田澤　宗裕
名城大学経営学部教授　　　橋場　俊展

名城大学
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端な時間的余裕が生じてしまいます。この余裕が、

中だるみを引き起こしたばかりか、授業中に準備

を進められるとの認識を学生に植え付け、授業時

間外の取り組みを阻む結果となってしまいまし

た。第２に、１企業のみでの実施では、FSP講座

の特長ともいえる「失敗→内省→概念化→実践」

という学びのサイクルが、内省ないし概念化で止

まってしまい、完結できなかったという点です。

つまり、リベンジの機会を得られなかったため、

学生の成長が期待通りに促されなかったのではと

危惧しています。このように、総じて、１企業の

みでの実施では、FSP講座本来の効果を引き出す

ことは難しいというのが我々の偽らざる気持ちで

す。

４．2015年度の実施概要と振り返り
以上の反省を踏まえ、2015年度はFSP研究会

で提唱されている方針に忠実に従って実施しまし

た。すなわち、「前期」、「２企業」というスタイ

ルです。具体的には前半にJTB中部、後半にはブ

ラザー販売株式会社にご協力頂きました。その結

果、上述した限界を見事に払拭することができた

と自負しております。とりわけ、２社目の取り組

みが文字通りリベンジの機会となったことで、第

１次提案のコメントを受けた後の対応に大きな変

化がみられました。すなわち、１社目の課題取り

組み時には内容を根本的に変えるチームが多かっ

たのに対し、２社目のときには、自分たちのアイ

ディアを企業担当者に受け入れてもらえるよう、

説得力を高めるなどの改善に集中したチームが目

立ったのです。こうしたこだわりや成長は、プレ

ゼン内容はもとより、原稿を見ずに発表するとい

う報告スタイルの変化にも反映されました。おそ

らく学生たちは、１社目の課題取り組みでは「や

ってもできなかった」（結局、他者のコメントを

受けて形にしただけ）という経験に終わったもの

の、２社目には「やればできる」ということを経

験できたのではないでしょうか。リアクションシ

ートに記されたコメントも、そのことを裏付けて

いるように思われます。

５．まとめ
以上をまとめると、次のように結論づけること

ができます。１社目での経験に基づいて概念化し

たことを実践する過程が、２社目を設定すること

によって必然的に備えられる⇒それによって学生

の主体性が効果的に刺激され、わずか半期という

短期間のうちに、学生の成長が大きく促される。

ここに、FSP講座を２企業で実践することの意義

があるのではないでしょうか。最後に、FSP講座

を通じ2企業の課題に取り組み、最もワクワクさ

せられたのは、他でもなく、学生たちの伸びシロ

を目の当たりにした我々教員でした。それほどに

１企業と２企業とでは、学生の伸び方が全く違う

ものであったことを、繰り返し強調しておきたい

と思います

「そのアイディアの源泉はどこからきた？」、「そ

もそもニーズはあるの？」、「その根拠は？」、「課

題設定を十分に把握してる？」「それって他の企

業もしてない？」、「商品化の実現性は？」、「この

プレゼンのアピールポイントは？」と、質問を投

げ掛け、「なぜ？」を繰り返すことが、担当教員

としての私の役割です。逆に言えば、質問以外何

もしていません。質問を投げ掛け、失敗を経験さ

せ、その経験から気付きを促すことが、FSP講座

の主眼です。

学生の「気付き」から気付く専門講義への示唆

明治大学商学部助教 久保　隆光

明治大学

新しい学びの扉



にTeachingではなくCoachingを。それは専門

の講義でも質問を繰り返すことで生かされてい

ます。

最大の変化のポイントは理論の取り扱いです。

現場の積み重ね、現状分析の蓄積から普遍性を抽

出し、そこから理論を導き出します。しかしこの

順序が逆になると、理論から現状を俯瞰し、理論

に現状を当てはめようとしかねません。学生のネ

ットでの情報収集がまさにそれに相当します。現

状を把握していない、現場を知らない「机上の空

論」が成立しています。したがって、現状から理

論への橋渡しをすることを専門の講義では意識し

ています。データや事例を提示し、そこから何が

言えるのか？何が見えるのか？そのためにグルー

プワークを行う機会を増やしています。客観的デ

ータや事例を通じて現状把握に努め、そして現状

分析から理論を解説し、理論と現状の齟齬、問題

点を議論する流れを意識しています。机上の空論

に陥らないため、そして理論がすべてではないこ

と、現場の把握の重要性を説き直しています。ネ

ットからの脱却を試みています。

そして、最後に最終講座の学生コメントから。

「一つの商品が世界を変える。自分の社会への関

わりによって、世界が変わるかもしれない。自分

の価値を見出せるようになるのではないかと思っ

ている」。人が変わる瞬間を見ることができます。

しかも年を取り保守的になっていく私のそばで、

圧倒的な若さを武器に予想をはるかに超える成

長を目撃できる奇跡こそ、私の気付きでもありま

す。気付かせてくれる学生のみなさんに感謝いた

します。

＜FSP事務局より＞

明治大学は、FSP研究会発足時より研究会メ

ンバーとして参加されています。2011年度より

FSP講座をスタートさせ、今年で５年目となり

ます。

「大手企業とのコラボ！？」に胸を膨らませ、

ある種の「祭り」のようなイベント性を期待して

FSP講座に学生は臨みます。そこへ学生らの提案

に対し、冒頭のように私がことごとく「なぜ？」

を繰り返し、「祭り」的要素を打ち砕いてしまい

ます。その瞬間、一気に高校までの授業と大学で

の講義との違いを察知し始めます。大学での目的

を再確認します。

この転換点について、ある学生は「ここ最近講

義を受けてみて、先生は詰め込むように知識を入

れるのではなく、物事の見方や考え方についてよ

く教えて頂けます。大学の勉強で一番ためになる

のは、自分で考えなければならないこと。その力

を付けさせてくれるのが大学だと思う」と最初の

気付き、主体性と思考力の重要性に気付き始め

ます。

また、高校までは「思う」や「考える」といっ

た「主観的」な表現、主張が許されています。自

分の意見、主張をまず持つことが重要視されます。

これに対して、大学、企業では、「客観的」デー

タに基付いた根拠ある主張が求められます。この

点に関して、ある学生は「データの信憑性、文献

の主張や根拠に注意を向けながら、情報収集して

いくことができ、新聞やニュース、本の読み方、

見方が変わったように思います。身近な問題につ

いて客観的な視点から考えられるようになりまし

た」と、またひとつの気付き、主張の裏付け、根

拠の必然性を身に付けようとします。

そして学生同様、私にとっても課題となったの

がネットでの情報収集でした。アイディアをネッ

トで収集する学生との戦いでした。Q&Aが常で

ある学生にとって、答えは常にどこかにあるもの

だと思い込んでいます。既知ではなく未知を追求

させるための質問攻撃の始まりでした。それが契

機となり、ある学生は「『問い』に対して既にあ

る『答え』を求めるのではなく、新しい『答え』

を作り出す能力が求められる」と、これまでの答

えを「探す」から答えを「創る」という創造力、

独創性を生み出せるように試行錯誤し始めます。

学生のこれらの気付きは、同時に私の気付き

でもあります。教えたくなる気持ちを抑え、見

守り教え込まない。学生の能力を引き出すため

新しい学びの扉
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13JUCE Journal 2015年度 No.2

１．はじめに
大学における学修でも、ICTが様々な状況で活

用されるようになってきました。本稿では、予習、

復習を含む、学修全体でLMS（Learning Management

System：学修管理システム）を利用している授

業の実践例を紹介します。

LMSの主な機能には、学修者と教材の管理、お

よび学修者の進捗状況の管理の二つの機能があり

ます。また近年のLMSでは、掲示板やブログ、

SNS（ソーシャルネットワーキングサービス）な

どのコミュニティ機能も利用できるようになって

きました。これらの機能を利用することで、授業

内はもちろんのこと、授業以外でもさまざまな学

修支援を行えるようになってきています。

２．講義科目について
（１）科目の位置付け

本学理学部では、多角的な思考力の育成を目指

し、専門以外の理学の分野の考え方を学修する科

目として、「科学論A、B、C」および「e-科学A、B、C」

という科目を開講しています。このうち、「e-科

学A、B、C」は、リメディアル科目としての性質

を持ち、通常授業での

学修に不安を抱える学

生を主な対象としてい

ます。本稿で紹介する

講義科目は化学の内容

を扱う「e-科学C」と

いう講義科目です。こ

の科目の特徴はその名

称にも表れているよう

に、積極的にICTを取

り入れた授業設計とな

っています。「e-科学」

の前身は、理・工系向

けのリメディアル科目

として開講されていたCAI科目と称するCAI

（Computer-Assisted Instruction）を利用した科目

で、これらの科目では、電子コンテンツの利用や

ICTを活用した実験を組み込むなど、学習者を授

業に引き込む工夫を凝らしながら展開してきまし

た。カリキュラム改定に伴い、CAI科目は姿を消

しましたが、e-科学は授業設計のベースに、この

CAI科目で培った方法論を応用しています。

学生は通常、「科学論A、B、C」の中から自ら

の専攻以外の内容を扱う１科目以上を選択し、苦

手意識を有するなど、リメディアル的要素を含む

学修を必要とする学生には、e-科学を履修しても

良いといった位置づけになっています。たとえば

数学科の学生は、「科学論B（物理分野）」、「科学

論C（化学分野）」の履修が推奨されており、必

要であれば「e-科学B（物理分野）」、「e-科学C

（化学分野）」を履修することもできます。

（２）授業概要

「e-科学 C」の授業概要を表１に示します。こ

の科目は、２単位の選択科目で、複数の学科にま

たがること考慮し、他の科目と重複する可能性の

ICTを用いた能動的な対面学修と

事前・事後学修

人材育成のための授業紹介

東海大学
理学部准教授 及川　義道

表１　e-科学C授業概要
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低い５時限目の開講となっています。また、リメ

ディアル科目という性質上、履修者数は、春学期

は 20 名前後、秋学期は 10 名前後と比較的少人

数となっています。

授業で必要な教材は、すべてLMSから配信され、

学生は貸与されたiPadを用いて、講義資料の閲覧、

課題、クイズ、アンケート等への回答を行いなが

ら授業に参加します。

また、この授業

は写真１のような

教室を利用してい

ます。この教室は、

アクティブラーニ

ングでの使用を意

識した教室で、移

動式の机や、複数

台のプロジェクタなど、学生相互が知識や思考を

シェアしながら授業に参加できることを目指した

設計になっています。

（３）授業設計

当該授業がリメディアル科目として位置づけら

れていることから、１）学生の興味を引きつけて、

なるべく参加しやすい雰囲気作りをする、２）内

容を基本コンセプトの習得に特化し、各論の詳細

に関しては、他の専門の科目に任せる、３）学生

参加型の授業展開を行い、学生間の知識の共有等

によって理解を手助けする、ことを基本として授

業設計を試みています。たとえば、表２のような

授業タイトルをLMSやシラバス内に提示している

のも、学生の授業に対する注意喚起を考慮した結

果です。なお、これら授業タイトルを含む授業内

容に関しては、授業設計の段

階で理学部各学科に提示し、

修正意見等を考慮して最終案

が決定されています。

（４）LMSについて

本学では、商用のLMSが導

入されており、教員誰もが利

用できる環境を整えていま

す。ただし、この授業では、

独自に開発した機能を使いた

いなど、商用のLMS利用では

対応が困難な部分があり、著

者が自前で用意した「moodle」

というLMSを使用していま

す。「moodle」はコミ

ュニティーベースによ

る開発が行われている

LMSで、誰もが無償で

利用することができま

す。また、教育手法に

合わせて、機能を拡張

することも可能です。

３．学修の流れ
表３に当該授業の標

準的な学修の流れを示

しました。

（１）予習

当該科目は、予習の

段階から学修支援や、

学生の授業への能動的

な参加を促すため、

表２　タイトルと内容

表３　授業の流れ

人材育成のための授業紹介

写真１　授業実施教室
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LMS上に予習課題を用意しています。学生は、毎

回の授業の前に、自分の空き時間を利用して、課

題に取り組むことが求められます。予習の主な目

的は、次の三つに設定しています。

１）授業への興味を掻き立てる。

２）現在の自分の持っている知識、考え方を再

確認する。

３）授業に必要な基礎知識をあらかじめ学修する。

例えば、一見すると授業との関連性が見出せな

いような映像を視聴させ、そこから気づいたこと

を書かせるような課題があります。授業が終了す

ると、その映像がどの知識と関連性を持っていた

のかを理解することができ、この気づきが次回の

予習課題とそれに連なる授業に対して、学生の興

味を喚起させることができるのではないかと考え

ています。

また、学生の興味に即した授業内容の提供は、

学生のモチベーションを維持する上で重要な因子

の一つですが、この授業のように、受講する学生

が複数の学科にまたがる場合では、参加する学生

の興味の方向が多様で、どこに焦点を合わせて授

業を展開すべきか悩むところです。予習課題は、

学生の興味の方向性をある程度狭める役目も担っ

ています。

さらにLMSの掲示版に書き込んだ内容は、学生

同士が互いに閲覧することができるので、自分の

記述内容と他人の記述内容を比較することで、物

事の捉え方の多様性に気付かせることにも一役買

っています。

（２）授業

授業の内容に関心を向けさせるため、授業はま

ず学生が予習課題としてLMSの掲示板

に書き込んだ内容等をレビューしなが

ら、教員と学生、学生同士の一体感を

形成するとともに意見を述べやすい雰

囲気を作りあげて行きます。

図１に、実際に用いているLMSの画

面の一例を示します。学生は手元の

iPadでLMSを操作しながら、授業に臨

みます。なお、iPadは授業開始時に配

布し、授業終了時に回収する方式をと

っています。また、個人所有のタブレ

ットやノートPCを持ち込んで使用して

も良いことになっています。

この授業での説明は、一般的な化学

の授業に比べて教員の説明を短く設定

しています。例えば、一般的な授業で

あれば、教員がある法則について説明

した後、問題演習を行って知識の定着

を図りますが、この授業では、法則を導くに必要

な最低限の知識を提供し、学生自身に個人あるい

はグループでの活動を通して法則を発見させる、

あるいはグループの中で自分のアイデアを説明さ

せることで、知識の獲得と活用の仕方を学べるよ

うにしています。また、自分の考えは、LMS上の

掲示板もしくはグループ討論の場で表明します。

「教える」という行為は、学修上重要な活動で、

他人に教えることが、学修の深化を促進すると言

われています。この授業でも、掲示板に記載され

た内容について学生自身に説明させたり、グルー

プで話し合った内容をクラス全体に向けて発表さ

せたりしながら、知識とその知識の活用方法を学

修して行きます。なお、グループは２～４名一組
で構成しています。これ以上グループのメンバー

を多くすると、フリーライダーすなわち他人の活

動にダダ乗りして、自分は何もしないといった学

生が発生し、教育効果が低下する傾向が見られるよ

うになります。

化学の分野では、実際の現象を観察したり、自

分で確かめてみたりすることも必要です。そこで、

この授業では、簡単な実験を取り入れたり、実施

が困難な実験テーマではシミュレーターを利用し

たりしています。簡単な実験のみの扱いとなりま

すが、肌で直接感じることの重要性は、ICTで置

き換えることはできません。ICTをうまく活用す

ることで教育効果を上げられるものの、効果が期

待できない場面にはICTを使用しないという見極

めも重要だと考えています。

授業の最後には、まとめの問題に取り組みます。

まとめの問題では、授業で獲得した知識に関連す

る現象を考察し、その結果をグループのメンバー

人材育成のための授業紹介

図１　LMS画面の一例



に説明したり、LMSの掲示板に書き込んだりして、

学修内容の定着を図っていきます。また、発表内

容に対して肯定的なフィードバックを与えること

で、学生の自己効力感を高め、自主的、能動的に

学修する態度を引き出すようにしています。

まとめの問題には、自分の成長を認識させる狙

いもあります。授業によっては、予習の課題とま

とめの問題が同一の問題で構成され、予習の課題

で記述した素朴概念に基づく回答と、学修後の一

定の知識を獲得した上で記述した回答とを比較さ

せることで、授業を受けたことにより自分がどの

程度成長したか（あるいはしなかったか）を確認

させます。このような活動が、自分に対する自信

や学修への満足感を高め、次の学修へのモチベー

ションの維持、向上につながると考えています。

（３）復習

授業終了後１週間以内に、学修内容をまとめた

レポートを復習課題としてLMS上に電子ファイル

で提出させています。レポートは、授業で身につ

いたこと、学修の結果生じた疑問点を列挙させ、

疑問点については自ら調査を行い、その結果をレ

ポートに記述させます。問題点の列挙と調査は、

授業にただ漫然と参加するのではなく、問題意識

を持って参加する態度を引き出すことを目的にし

ています。電子ファイルを用いた課題提出では、

学生のコピー＆ペーストがしばしば問題になりま

すが、この授業のまとめの課題は、正解のある問

題を解くのではなく、学修内容の振り返り（リフ

レクション）のためのものなので、他人のレポー

トをコピー＆ペーストして提出するといったケー

スは、今の所発生していません。

４．実践結果
このような授業スタイルに対して、学生はどの

ように感じているのかアンケートにより調査を行

いました。データは2014年度秋学期に実施した

もので、履修者数19名のうち有効回答数は12件

でした。なお、アンケートは無記名方式で、各設

問は５件法での回答となっています。

「予習課題はあなたの授業に対する興味、関心

を高めたか」との問いに対しては、12 名すべて

が、このような予習課題が自分の興味、関心を高

めたと回答していました。また、復習課題につい

ても 11 名が役に立ったと回答しており、この授

業で実施している予習、復習の方法が有効である

ことが示唆されました。

「復習課題があなたの学修に対する満足度を高

めましたか」という問いに対しては、10 名の学

生が肯定的に回答し、「復習課題があなたの学修

に対する自信を高めましたか」という問いに対し

ても、12 名全員が肯定的に回答しました。

態度の変容に関する質問に対しては、授業を受

けたことで、58%（７名）の学生が「化学関連の

ニュースに関心を持つようになった」、42%（５

名）の学生が「化学が面白いと思うようになった」、

50%（６名）の学生が「化学の知識を身近に感じ

るようになった」と回答しており、本稿で紹介し

た授業スタイルが、化学に対する興味を喚起する

上で役立つことが示唆されました。

本学では、学生による授業評価を実施しており、

その結果は、学生の授業に対する満足度の一つの

指標として捉えることができます。本授業の

2012年度から2014年度の春学期、秋学期計６回

行われた授業評価の総合評価の平均値は4.5（最

大５）で、項目別に見ると、授業への動機付けに

対する評価が高いということがわかりました。

５．今後の課題
学生の取り組みを増やせば増やすほど、課題に

対する学生間、グループ間の時間差が拡大し、授

業が散漫になる傾向があります。また定性的な結

果ですが、授業内における学生活動の時間の比率

を大きくしすぎると、知識の定着度が悪くなるケ

ースも見受けられました。この辺りは授業設計を

見直すとともに、授業運営方法も再検討する必要

があると考えています。また、コミュニケーションが

苦手なことから、本稿で紹介したような学修スタ

イルに負担を感じている学生も見受けられました。

中間評価で実施している試験の記述内容を見る

と、内容を誤って理解している答案も見受けられ、

知識が期待通りに形成されていない、学修内容に

対するフィードバックが十分ではないなども問題

点として浮かび上がってきています。また、グル

ープによっては議論が高まらないなど、今までの

授業運営とは異なる能力・技量が教員に問われる

ケースも散見され、改善に取り組みたいと考えて

います。

６．おわりに
本稿では、学生の能動的な学修を引き出す試み

として実施している、ICTを利用した事前・事後

学修を含む対面授業の展開について紹介しまし

た。学生の主体的、能動的学修はますますその重

要性を増すと考えられます。そのような学修をサ

ポートするためには、教員に求められるコンピテ

ンシーも高度かつ多様になるでしょう。教員個人

の努力も必要ですが、アクティブラーニング等学

生の主体的、能動的な学修をより活性化するには、

組織的な支援も欠かせないと痛感しています。

JUCE Journal 2015年度 No.216
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１．はじめに

大教室や多人数で授業を運営する課題には、学

習環境の維持があります。学生の集中力が持続す

るのは15分程度と言われていますので、授業中

の私語や遅刻、居眠りに苦慮している教員も少な

くありません。すると当然、講義内容の理解度に

はバラツキが大きくなります。一般に座学では学

習環境の維持に加え、理解度の向上も課題となる

ので、学生を授業に参加させる工夫（アクティ

ブ・ラーニングなど）が必要です。しかし、受講

生の個別対応や他者との関わりを持たせように

も、受講生数が多いとかなり難しくなります。例

えば、課題内容を精査しようとすると、その作業

量は受講生数×課題数なので膨大になります。

そこで、大教室におけるLMSを活用した授業運

営を紹介します。多くの履修生を抱えながらも基

礎知識の定着を図るために、スマートフォンや

LMSから授業に参加させる事例を報告します。

２．学生を参加させる工夫：LMSの活用

履修生を授業へ参加させるための工夫はさまざ

まです。例えば、

１）出席カードを兼ねた用紙を配り、

２）学生に短いコメントなどを書かせる。

３）レジュメ・講義資料を配付し、

４）穴埋めにしてテスト風にする。

５）また、授業中の質問に対して手を挙げさせ

たり、　

６）授業の理解度を尋ねたりする。

７）学生の提出物を回収し、名簿にチェックする。

８）さらに、試験前にはレポート課題を出した

り、

９）自習用の練習問題を与えたりする。

10）必要に応じて注意事項など受講生へ伝達す

る、などです。

以上の１）～10）の機能はLMSが備えています。

名古屋学院大学では CCS（ Campus Commu

nication Service）というLMSが付帯したシステム

を構築し、2002年より稼働させています。前述

の工夫はすべてCCSで実現でき、次の学修支援機

能で対応しており、

１）出席カード

２）Minute Paper

３）教材BOX

４）小テスト

５）クリッカー

６）授業理解度調査

７）Web履修者名簿（総合評価）

８）レポート

９）自学自習

10）連絡BOX

から学修データがすべて記録・整理されます。

CCSでは全開講科目に科目ポータルが用意されて

おり、すべての教員が学修支援機能を自由に使う

ことができます。そこで、CCSの多彩な機能を駆

使した実践事例として、毎年の履修者が80名～
150名ほどの座学形式である経済学部の講義科目

「情報経済論」で説明します。

大教室における学修支援システムを
活用した基礎知識定着の試み

人材育成のための授業紹介

名古屋学院大学
経済学部教授 児島　完二
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３．学習成果の確認：予習・復習の徹底

毎回の90分の授業は表１のようなスケジュー

ルで実施しています。学生はCCSから授業への参

加が求められます。

まず、授業前の予習には、９）自学自習でのク

イズを利用します。教員は、毎回の講義内容の基

本事項や事前に必要な基礎知識を択一クイズ

（10題）にします。学生には指定の学習範囲を

CCSで提示（リンク設定）し、授業開始までに解

いておくよう指示します。予習の最低要求は、用

意した10題を全問正解するまで何度も繰り返す

ことです。

次に、出席者の予習状況を確認するために、授

業の始めに４）小テストを実施します。教員は自

学自習クイズの設問から引用した小テストを用意

し、講義前に予備知識の確認をします。学生はノ

ートパソコンまたは、スマートフォンで小テスト

を受験します。きちんと予習をしていれば、誰で

も満点を取ることができますから、予習状況は一

目瞭然です。学生ごとに出題順が異なり、５分と

いう短時間で毎回実施されるので、カンニングな

どはほとんどありません。CCSで自学自習の達成

状況も把握できますが、小テストとして数値化す

ることで、予習のインセンティブを高めることに

つながります。

そして、講義内容の理解度を確認するためには、

２）Minute Paperを用います。教員は、授業の冒

頭で今回の主題に絡めた記述問題を提示します。

学生は授業の最後に解答となる短文を作成し、同

時にCCSで６）授業の理解度を提出します。授業

の最後に「本日の講義の理解度」が問われるので、

学生は４択のアンケート（よくわかった・わかっ

た・わかりにくかった・わからなかった）を回答

します。

なお、授業の開始と終了時には、教室内のICカ

ードリーダへ学生証をかざし、１）出席カードを

提出させます。しかし、これは授業時間に教室に

来たというデータであり、授業へ参加しているこ

とではありませんから重視していません。参考デ

ータとして扱い、平常点には含みません。

４．学習データの活用：モチベーションと

授業評価

以上のようなスケジュールを毎回実施すると、

表１　進行スケジュールと取得データ

人材育成のための授業紹介

教員 学生

授業前

準備5分

○出席カードの受付：オープン（自動締切） １）出席カード提出（IC学生証）

９）自学自習（予習）終了

開始

20分

●復習（解説）

●前回の結果（CCSの参加データから講評）

○小テストの開始：自動締切（5分後） ４）小テスト受験

講義

60分

●Minute Paperの課題発表

●本日のねらい

●自学自習の設問に触れながら解説

●本日のまとめ

ノートテイク

ノートテイク

終了

10分

○Minute Paperの受付：自動締切（当日22時）

○授業理解度調査の受付：自動締切（当日22時）

２）Minute Paperの課題作成・提出

６）授業理解度調査を提出

授業後 ○次回の自学自習範囲をリンク設定 ９）次回の自学自習（予習）開始

○：教員のCCS設定、●：口頭説明、下線：学生のCCS参加
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不参加」という三つの集団に分かれます。なお、

グラフの横軸に点数がないのは、学期末試験の結

果で変化するためです。

多人数の座学では、自分の取り組み状況が評価

に反映されないという学生の不満があります。し

かし、毎回、細分化された課題提出がきちんと管

理・評価されていることを学生が理解すると、授

業への姿勢が変わってきます。学生には、LMSで

の参加と評価を「天網恢恢疎にして漏らさず」と

いう諺を引用して説明しています。

前記のようなCCSを活用した大教室での授業の

効果を、大学のFD活動の一環として実施される

授業アンケートの結果で示します。全22の質問

項目のうち、以下の３問は大学全科目の平均から

の差が顕著でした。次ページ表２から明らかのよ

うに「ややそう思う」「そう思う」という肯定的

な回答が全体の割合に比べて際立っています。学

生参加を促す授業形態へ変更した教育効果は、学

生による授業アンケート結果にも如実に表れてい

ます。

５．おわりに

大人数講義での学びを促進する授業形態とし

て、LMSを利用して確実に学習させる事例を紹介

しました。受講生が多いと十分なフィードバック

は困難ですから、コンピュータの支援で課題提出

の管理や小テストの採点を自動化しています。こ

うして学生の参加の頻度を増やし、大量の学習エ

半期15回で学生一人あたり相当数の学習データ

（自学自習：14回× 10問、小テスト：14回× 10
問、Minute Paper：14回、授業理解度調査：14

回）がCCSに蓄積されます。データの活用法を二

つ挙げてみます。

一つは、授業中における学生へのフィードバッ

クに利用します。全体の予習状況（何名が全問ク

リアしている）や直近の小テストのクラス平均点

を口頭で発表します。すると学生は自分の状況を

振り返ります。また、Minute Paperの中で優れた

回答例は、名前を伏せてCCSの画面を示します。

これによって、紹介された学生はやる気を出し、

その他の学生はどのように回答すればよかったか

が理解できます。さらに、授業内容を理解できた

かという判断は、アンケート結果である理解度調

査の分布を提示します。このとき、理解が困難で

あった単元は、回答データの分布を示した上で、

復習に時間をかけます。すると、受講生は授業進

度が調整されたと思い、より正直に理解度調査で

答えてくれるようになります。このように教室で

発する教員のコメントやデータから他者を意識さ

せることができます。

もう一つは、学生の参加の度合いを数値化し、

成績評価の平常点として扱います。シラバスに記

載している通り、授業の成績は学期末試験の結果

を重視しますが、これに平常点を付加します。平

常点は、毎年、図１のような形状に近くなります。

「毎回、きちんと参加」「時々、参加」「ほとんど

人材育成のための授業紹介

図１　平常点の分布（2012年度）



ビデンスを取得できました。得られたデータを学

生に対して効果的に見せることで、学習者のモチ

ベーションを高めることができました。

毎回は利用していないため、表１に未記載とな

っている機能では、受講生への「３）参考資料の

提示」や「10）一斉連絡」があり、LMS機能と

して役立っています。また、CCSでのクリッカー

やレポートの機能があります。これらは、どのよ

うにインストラクションに組み込むのが最も効果的

であるかを検討する必要があります。

大教室におけるLMSを活用した授業が展開でき

るのも、BYOD（Bring Your Own Device）が実現

しているからです。本学では全学生にノートパソ

コンを配付しているので、10年前からノートパ

ソコンとCCSでこうした授業を目指してきまし

た。端末や回線などの不具合からCCSへアクセス

できない学生が一人でもいると、この授業の運用

は煩雑さが増していました。しかし、近年、スマ

ートフォンの所持率が100%に近づいたこと

（2015年度の新入生の所持率：98.5%）によって、

実施における困難はほとんど除去されています。

今後の課題としては、全学的な取り組みからで

きるだけ多くの授業の学修成果を可視化すること

です。すでにこの授業「情報経済論」でもルーブ

リックを導入していますが、それよりもCCSで参

加させる方が運用しやすいように感じます。学生

にとってスマートフォンは最も身近なツールなの

で、学習道具としても受け入れやすいと思われま

す。ただし、大学教育としてスマートフォンとい

う新たな教育イノベーションを受容するには、学

内に十分な理解が必要です。CCSを活用した教育

手法を大学での組織的な広がりにするために、

FD活動などを通じて教員へ積極的に案内してい

ます。

紹介した対面教育でのネット参加型授業が増え

てくると、個々の授業で教育エビデンスがCCSに

蓄積され、大学全体として膨大な学修データを保

有することができます。すなわち、一人ひとりの

学生にとっては卒業までの学修ポートフォリオに

もなり、また大学にとってはIRの基礎データにな

りえます。よって、学修成果の可視化に対して、組

織的な取り組みの一つになるものと期待されます。
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表２　学生による授業アンケートの結果（一部）

JUCE Journal 2015年度 No.220

2015年度　春学期

情報経済論

割合%

私はこの授業の教材（教

科書・参考文献・自学自習

問題など）を使って授業時

間以外でも学習した。

毎回の授業では、主題・

テーマが明瞭に示された。

教員は学生の理解度やレ

ベルに配慮し、学生の反

応に気配りしながら、授

業を進めていた。

この科目 全科目 この科目 全科目 この科目 全科目

そう思う 20.6 11.5 76.5 42.7 55.9 30.7

ややそう思う 27.9 22.8 22.1 35.8 30.9 36.0

どちらとも言えない 30.9 30.5 1.5 15.9 8.8 23.5

ややそう思わない 11.8 19.1 0.0 3.8 4.4 6.3

そう思わない 8.8 15.4 0.0 1.2 0.0 2.9

無回答 0.0 0.7 0.0 0.6 0.0 0.7

※小数点の四捨五入により合計が100%を上回るケースあり

人材育成のための授業紹介
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大学教育の質的転換に向けた取り組み
〜玉川大学〜

１．はじめに
学校法人玉川学園は、「全人教育」の理想実現

のため、1928（昭和４）年に小原國芳により開

設されました。まず、小学部、中学部、高等女学

校をもって開学しましたが、後に旧制玉川大学を

経て、新学制の公布により、1949（昭和24）年

に玉川大学文学部、農学部を設置しました。現在

は上記の２学部に加

え、工学部、経営学

部、教育学部、芸術

学部、リベラルアー

ツ学部、観光学部の

８学部17学科、さら

に大学院として６研

究科を擁する総合大

学として発展してき

ました。大学の学生

数は7,568名（2015

年５月１日現在）、専

任教員数296名、専任職員数291名ですが、全学

部・研究科およびK-12（併設校）すべてが東京

町田市の61万㎡におよぶ同一のキャンパスで教

育研究活動を展開していることは本学の特色と言

えます。

玉川大学のミッションは、創立者小原國芳が

「生まれながらにして唯一無二の個性をもちつつ

も、万人共通の世界をも有する存在」であると定

義した人間像に基づいています。このように定義

された人間をより完成されたものへと実現させる

ことこそがミッションであり、さらに、日本社会

および世界へ貢献する人材を養成することを玉川

大学はめざしています。

２．これまでの教育改革の取り組み
本学は創立以来、先に述べた「全人教育」を教

育理念の中心として、人間形成には真・善・美・

聖・健・富の六つの価値を調和的に創造すること

を教育の理想としています。その理想を実現する

た め 12の 教 育 信 条

（全人教育、個性尊重、

自学自律、能率高き教

育、学的根拠に立てる

教育、自然の尊重、師

弟間の温情、労作教育、

反対の合一、第二里行

者と人生の開拓者、24

時間の教育、国際教育）

を掲げた教育活動を行

っています。なかでも

自学自律を、「教えられる

より自ら学びとること。教育は単なる学問知識の

伝授ではなく、自ら真理を求めようとする意欲を

燃やし、探求する方法を培い、掴み取る手法を身

に付けるものである」と定義し、学生指導にあた

っています。これらの理念や信条に基づき、中教

審答申や高等教育政策、社会のニーズを踏まえた

様々な改革を行ってきました。特に2011（平成

23）年度には大学教育の質保証をキーワードに

したTamagawa Vision 2020を策定し、目標達成に

向けたAction Planを掲げ、PDCA（Plan-Do-

Check-Act）サイクルを回して実行しています。

教育・学修支援への取り組み
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2015（平成27）年３月に本学の教員を対象に実

施したアクティブ・ラーニングに関する調査によ

ると、2014（平成26）年度のアクティブ・ラー

ニング実施率は79.7%に達し、実施している教員

が多数を占めています（n=350）。また、その実

施形態としては、図１のとおり「グループワーク

（437科目）」、「ディスカッション（399科目）」、

「プレゼンテーション（387科目）」、「ペアワーク

（225科目）」、「ディベート（ 69科目）」、

「Project/Problem based learning（85科目）」、「フ

ィールドワーク（108科目）」などで、これらの

取り組みは高次汎用能力の育成に効果的なものに

なっています。学生の能力を開発する上で、アク

ティブ・ラーニングが効果的であることは多くの

研究によって実証されていますが、本学でも学修

行動が図２に示すようになりました。教員の意見

このTamagawa Vision 2020は、「教

育活動における数値目標・指標の設定

と国際的評価への対応」「教授主義か

ら修得主義への転換」「国際教育・交

流の充実と英語力の強化」「客観的根

拠に基づく実践・体験型教育の推進」

「教職課程における教員養成の充実」

「教員の教育力の向上」「学生の活性化

に繋がる支援の充実と学修支援の強

化」「就職力向上のための支援の充実」

「高大連携およびK-16としての連携強

化」「社会貢献活動の推進と卒業生と

の連携強化」「学士課程の検証と更な

る体制強化」の11の項目で構成されて

います。また、2020（平成32）年度までのロー

ドマップを四つのフェーズに分けて実施していま

す。フェーズ１（2011年度～2013年度）で実施
してきたことは以下のとおりです。

１）単位の実質化に向けて、履修登録上限単位　

数を半期16単位へ変更

２）全学部の卒業要件に累積GPA2.00以上を付加

３）全授業科目において、通常のシラバスに加

え、学修指導書となるシラバスを追加作成

４）GPAによる学修警告制度の実施

５）学生ポートフォリオの導入

６）授業外学修時間を確保するための時間割の

工夫

７）授業科目のナンバリング

８）本学における学士力（コンピテンシー）の

策定ほか

これらの取り組みは、学生の主体的な学修時間

の確保と習慣化および高次汎用能力の修得を目的

としているものですが、合わせて教員の教育力向

上のための取り組みも展開しています。

３．アクティブ・ラーニングの推進と
学修成果の可視化

本学では、アクティブ・ラーニングの推進と学

修成果の可視化を図るための新たな学修環境を構

築することにより、21世紀社会を支える高次汎

用能力を備えた人材の育成に取り組んでいます。

教育・学修支援への取り組み

図２　アクティブ・ラーニングの実施による
学生の学修行動の変化

図１　アクティブ・ラーニングの実施形態
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として最も多かった変化は、「学生同士のコミュ

ニケーションの活発化（200名）」でした。「問

題・課題解決のため能動的に学ぼうとするように

なった（135名）」、「知識獲得が定着（116名）」

が続いています。

本学では、学生が身につけるべき高次汎用能力

（図３参照）を学生に提示し、カリキュラムマッ

プおよびシラバスに示しています。また、シラバ

スにはその能力を獲得するための到達目標を掲げ

ています。さらに、学生はラーニング・ポートフ

ォリオを活用し、学修進捗状況の確認やどのよう

な能力が身についたかを自己評価できるようにな

っています。その状況は、「成績評価（科目）」

「成績評価（全体）」と併せてレーダーチャートで

確認できます（図４参照）。

2013（平成25）年度に入学した学生（現３年

生）による自己評価を学部別に調査した結果、

「自分には身についていない」と学生が自覚して

いる能力は、人文社会系学部では「倫理観」「数

量的スキル」「社会的責任」が多く、理工系では

「多文化・異文化の知識と理解」「社会的責任」と

なっていることが分かりました。これらのポート

フォリオの内容やデータを踏まえて、今年度より

個々の学生の学修プロセスや学修成果の確認と指

導を行い、学修成果の把握に役立てていくことを

計画しています。

教員には、時代に即応した教育のあり方を学ぶ

と同時に、教員として何ができなければいけない

のかを体得することを目的に、全教員の参加を義

務とするアクティブ・ラーニング対応型のFD研

修を定期的に開催しています。授業方法と技術の

到達目標を明確にすることで、教員の教育力向上

を図っています。アクティブ・ラーニングを実施

する上で重要となるのが、それぞれの科目に適切

な授業方法が選択されているか否かです。そのた

めに、本学が開設する全科目を対象に、それぞれ

アクティブ・ラーニング対応とするか、それとも

講義中心とするかを、学問領域とディプロマ・ポ

リシーの関係を踏まえて議論し、ア

クティブ・ラーニング対応とする科

目の体系化をFDer（ファカルティ・

ディベロッパー）を中心としたアク

ティブ・ラーニング推進委員会で検

討しています。その上で、それぞれ

の科目でどのようにアクティブ・ラ

ーニングが行われるかを学生に明確

に示す『アクティブ・ラーニング・

ハンドブック』を作成する予定

です。さらに、アクティブ・ラ

ーニングを実施した科目の内

容・手法・省察等を記録し、教

員間の情報共有と授業改善に役

立てる手段として、ティーチン

グ・ポートフォリオのシステム

開発を行っています。開発の際

には、国際的通用性のあるシス

テムを構築する観点から、先行

している米国の大学の実態調査

を行い、参考になった項目を反

映させています。

教育・学修支援への取り組み

図４　高次汎用能力の修得状況

図３　玉川大学がめざす高次汎用能力



2015（平成27）年度以降、毎年『教学マネジ

メントの改善』に関するシンポジウムを開催し、

その中で「アクティブ・ラーニング」の体系化が

教学マネジメントに果たす役割について報告する

ことを計画しています。

４．新たな学修の場としての「大学
教育棟2014」

「大学教育棟 2014」は図５に示すとおり、図

書館、ラーニング・コモンズ、講義室、教員研究

室で構成されていますが、講義室における学修を

図書館（１・２階）やラーニング・コモンズ

（３・４階）でより深化させ、不明な点等はサポ

ートデスクに常駐の学修支援スタッフや教員研究

室を訪ねて確認できるように、建物全体を学びの

サイクルとして捉えた設計になっています。図書

館の蔵書を通じて知識を獲得する個人学修の場に

加え、高次汎用能力を身につける場として、学生

の主体的な学びを促進し、他者とともに成長でき

る“協同学修の場の創成”を目指しています。

2015（平成 27）年４月～７月の教育学術情報図
書館の入館者数は 243,792 名（前年度の同月比

217%）で、図書の貸し出し冊数は 140%に増加

し、この数字から学生の学修行動の変化が確認で

きました。

５．今後の計画
学生の高次汎用能力の修得状況について、現状

では学生の自己評価が中心になっているため、外

部の検定や適性検査等のデータを加味した客観的

な可視化が図れるような取り組みをする必要があ

ると考えています。また、本学が参加している大

学IRコンソーシアムの学生調査と本学が独自に実

施している卒業生調査等の結果を踏まえたエンロ

ールメント・マネジメントを機能させ、教学マネ

ジメントの改善につなげていくことを計画してい

ます。

文責：玉川大学教学部長　稲葉　興己

教育・学修支援への取り組み

図５　「大学教育棟2014」におけるフロアの機能と構造　（出典：『全人』2015年５月号No.794）
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賛助会員：本協会の事業を賛助する法人または団体で本協
会理事会で入会を認められたもの。

１．調査及び研究、公表・促進
１）人文・社会・自然科学の分野別に求められる学士力を

策定し、学士力を実現するための教育改善モデルの提言

を公表しています。また、教育の質的転換に向けた教育

改善を促進するため、ICTを活用した能動的学修（アク

ティブ・ラーニング）への取り組み方策等について分野

別に研究し、必要に応じて教員有志による対話集会を開

催し、理解の促進を図ることにしています。

２）教育の質的転換に向けて教育改善に対する教員の受け

止め方を把握するため「私立大学教員の授業改善調査」

と情報環境の整備状況を振り返り課題を整理するため

「私立大学情報環境基本調査」を実施、分析、公表して

います。

３）人文・社会・自然科学の30分野で高度情報社会を主体

的・自律的に行動できる情報活用能力の到達目標、教育

学習方法、学習成果の評価についてガイドラインを公表

しています。また、分野共通の情報リテラシーの目標、

教育内容・方法のガイドライン、情報専門人材教育の目

標等学士力のガイドライン、分野別情報教育の目標等ガ

イドラインを公表しています。その他、ガイドラインに

基づく実践的な取り組み方策について研究します。

４）大学に共通する情報システムの課題を年次ごとに研究

し、公表しています。（現在は「学修ポートフォリオ」

を対象に研究しています。）

５）高度情報化補助金活用調査による財政支援の提案

２．大学連携、産学連携による教育支援の振興及び推進
１）インターネットによる電子著作物（教育研究コンテン

ツ）の相互利用の仲介・促進を図っています。

２）情報系専門人材分野を対象とした産学連携人材ニーズ

交流会と大学教員の企業現場研修の支援及びICTの重要

性を学生に気づかせる「社会スタディ」を設定し、実施

しています。

３）ｅラーニングによる教育支援の構想作り

正会員：本協会の目的に賛同して入会した私立の大学、短
期大学を設置する学校法人で、本協会理事会で入会を認め

られたもの。

本協会は、私立の大学、短期大学を設置する学校法人

（正会員）をもって組織していますが、その他に本協会の

事業に賛同して支援いただく関係企業による賛助会員組織

があります。

本協会は、私立の大学・短期大学における教育の質の

向上を図るため、情報通信技術の可能性と限界を踏まえ

て、望ましい教育改善モデルの探求、高度な情報環境の

整備促進、大学連携・産学連携による教育支援の推進、

教職員の職能開発などの事業を通じて、社会の信頼に応

えられる人材育成に寄与することを目的に、平成23年４

月１日に認定された新公益法人の団体です。　

本法人の淵源は、昭和52年に社団法人日本私立大学連

盟、日本私立大学協会、私立大学懇話会の三団体を母体

に創立した私立大学等情報処理教育連絡協議会で、その

後、平成４年に文部省において社団法人私立大学情報教

育協会の設立が許可されました。

正会員は236法人（255大学、80短期大学）となっており、

賛助会員65社が加盟しています（会員数は平成27年９月27

日現在のものです）。会員については本誌の最後に掲載し

ています。

３．大学教員の職能開発及び大学教員の表彰
１）情報通信技術を活用したレフリー付きの教育改善の研

究発表

２）教育指導能力開発のための情報通信技術の研究講習

３）教育改革に必要な教育政策及び情報通信技術の活用方

法と対策の探求

４）短期大学教育を強化するための情報通信技術を活用し

た教育改革と教学マネジメント体制の研究

５）情報セキュリティの危機管理能力の強化を図るセミナー

６）ICTを駆使して業務改善に取り組める職員の能力開発

の研究講習

４．法人の事業に対する理解の普及
１）機関誌「大学教育と情報」の発行とWebによる公表

２）地域別事業報告交流会の実施

５．会員を対象としたその他の事業
１）情報化投資額の費用対効果の解析評価と各大学への

フィードバック

２）「大学間情報交流システム」による教育情報の交流

３）情報通信技術の活用、教育・学修支援、財政援助の

有効活用などの相談・助言

４）大学連携による授業支援、教材共有化、ｅラーニン

グ専門人材の育成、ｅラーニング推進の拠点校に対す

るマネージメント等の協力・支援、「日本オープンオン

ライン教育促進協議会（JMOOC)」への支援

５）報道機関コンテンツの教育への再利用と問題への対応

６）情報通信技術の紹介コンテンツ（ｅポートフォリオ、

電子カルテ等）の収集・閲覧

７）教育改革FD/ICT理事長・学長等会議、教育改革事務

部門管理者会議の開催

８）教職員の知識・理解を拡大するためのビデオ・オン

デマンドの配信
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事業活動報告

調査の概要

●調査の目的及び意義
私立大学、短期大学が教育活動の基盤環境として備え

るべき情報環境の整備充実を促進するため、情報環境の

整備状況及び将来計画について振り返り、改善に向けて

取り組むべき課題を整理することを目的とした調査。

●調査対象
本協会加盟の私立大学・短期大学の関係部局

●調査の内容
Ⅰ．全学的な教学マネジメントに向けた情報通信技術

（ICT）利活用の点検

１．全学的に教育課程の体系性を可視化するICTの利活用

２．教育活動に関する危機意識を学内で共有する情報

の掲載

３．教員の授業や学修指導を自己点検・評価するティ

ーチング・ポートフォリオの導入

４．ICTを利活用した教員相互によるシラバス点検へ

の取組み

Ⅱ．教育の質的転換を目指した教育・学修支援環境の点検

１．学修支援システム（ＬＭＳ）の導入

２．ｅラーニングの実施

３．クリッカー等による理解度把握の実施

４．多機能携帯端末を用いた授業への取組み

５．学生の学修活動をサポートするｅポートフォリオ

（学修ポートフォリオ）の導入

６．学生カルテの導入

７．ICTを利活用した地域社会や産業界との大学連携、

国内外大学との連携

８．コンテンツ・アーカイブ化の整備

９．大規模公開オンライン講座（ＭＯＯＣ等）の利用・

配信

10．教育・学修支援体制の構築状況と支援内容

11．アクティブ・ラーニングを支援するファシリテータ

の導入

Ⅲ．ＦＤ支援の点検

１．ICTを用いた教育改善計画の作成・提出を促進する

取組み

２．アクティブ・ラーニングを推進・普及するための

取組み

３．ｅポートフォリオ（学修ポートフォリオ）の利活

用に関する研修

４．ＦＤ支援体制の構築状況

Ⅳ．情報環境として備えるべき施設・設備、セキュリティ

の点検

１．学内ＬＡＮ整備の課題

２．ネットワーク高速化への対応

３．コンピュータ等の整備

４．教育・研究への学外クラウドの利用

５．教室のマルチメディア化

６．ラーニング・コモンズの整備

７．情報セキュリティに対する関心度

８．情報セキュリティ対策

Ⅴ．大学機関としての活動を調査・分析し、改善提案する　　

ＩＲ取組みの点検

１．教育活動及び経営活動の実態を整理・統合・分析

するＩＲシステムの導入

２．ＩＲ組織の体制と課題

Ⅵ．教育情報公表に関する可視化の点検

１．外部に分かりやすい教育情報公表の工夫

２．外部からの質問・意見への対応

３．教育情報公表の構築体制

●調査の実施
１．実施時期　　平成26年12月

２．回答締切り　平成27年２月

●回答状況
１．調査対象　　247大学、80短期大学

２．回答校数　　225大学、55短期大学

３．回答率　　　大学88％、短期大学69％

私立大学情報環境白書 （抜粋）

１．解析編
平成26年度私立大学情報環境基本調査集計解析結果

２．特色ある事例の紹介
・全学的な教学マネジメントに向けた情報通信技術

(ICT )利活用

・ファシリテータ導入の取組み

・ｅラーニングと対面学修を組み合わせた反転学修

・学生の学修活動をサポートするｅポートフォリオの導入

・情報通信技術（ICT）を活用した学外連携

・ＦＤ支援体制の構築状況と支援体制

私立大学情報環境白書（平成26年度版）

公益社団法人私立大学情報教育協会　基本調査委員会

平成27年5月29日

「１．解析編」の本文に「CD-ROMを参照」や「基礎集計表を参照」と書かれている箇所が複数ありますが、本誌に

はそれらを添付していませんのでご了承下さい。
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２.特色ある事例の紹介

金沢工業大学
シラバス作成は、全てWebシステム「学習支援計画書登録システム」にて行っている。その上で、シラ

バスが学習目的に沿って作成されているかを点検するために、教員相互による確認・点検が図れるシステ

ムを導入しており、最終的に各教育課程及び学系の主任が確認と承認をシステム上で行った後に学生へ公

開される。

同志社大学
同志社大学良心館ラーニング・コモンズのアカデミックサポートエリアにおいて、教員（アカデミック・イン

ストラクター）や大学院生のラーニング・アシスタント（LA）が、「学習相談」、独自の「アカデミックス

キルセミナー」および各学部からの依頼に応じる「出張アカデミックスキルセミナー」を行っている。

早稲田大学
原価計算論の授業において、事前学修用のビデオを制作し、理論と基礎的な知識を事前学修させ、授業

では演習問題を中心にした反転授業を実施している。このことにより、授業中にスマートフォン版クリッ

カーを用いた学生の理解度把握ができるようになるなど、大人数教室での対話型・双方向型の授業の実践

という、授業改善と効率化が図れている。

大阪女学院大学
学生が携帯するタブレット端末(iPad)とクラウドを連携させながら、学生は設定した目標を「eポートフ

ォリオ大阪女学院ライフ（以下OJL）」に記録し、達成度、課題を振り返るとともにアドバイザー、助言者

と共有して助言を得る。音声・映像を含む大容量の学修成果物をクラウドに保存することで、自分の歩み

をライフログとして常時振り返り共有することが可能となった。

神戸学院大学

日本大学

神戸学院大学は、東北福祉大学（Ｔ）、工学院大学（Ｋ）、神戸学院大学（Ｋ）が連携し、それぞれの大

学の特色、強みを活かしつつ、文系と理系の融合による高度な研究・教育活動の展開を通じて社会に貢献

することを目的とする「ＴＫＫ３大学連携プロジェクト」を実施している。

日本大学のＦＤ推進センター（全学ＦＤ委員会）では、「よい授業とは？」をテーマとして、学生が企

画・運営したＦＤ活動に教職員も参加してワールドカフェ形式でミーティングを行い、全ての学部等から

の参加者が同じ目線で自由に話し合う学生参画型ＦＤ活動の展開を掲げ、全学的なＦＤ活動を推進すると

ともに、各学部等単位でのＦＤ活動を支援している。

全学的な教学マネジメントに向けた情報通信技術（ICT）利活用
ＩＣＴを利活用した教員相互によるシラバス点検への取組み

ファシリテータ導入の取組み
ラーニング・コモンズでの学生の学習相談

eラーニングと対面学修を組み合わせた反転学修
オンデマンドを活用した「反転授業」で大人数での対話型・双方向授業を可能に

学生の学修活動をサポートするeポートフォリオの導入
eポートフォリオ大阪女学院ライフ

情報通信技術（ICT）を活用した学外連携
ＴＫＫ３大学連携プロジェクト

FD支援体制の構築状況と支援体制
教育の質的向上を図るための学生参画型ＦＤ活動

JUCE Journal 2015年度 No.250
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募集

教育コンテンツの相互利用
参加募集のお知らせ

インターネットによる

本協会では、授業用コンテンツから教育事例までのコンテンツをインターネット上で相

互利用できる事業を無料で展開しております。

平成27年度より文化庁の管理事業を廃止したことで、事業の自由度が広がりましたため、

これまでより使いやすいシステムを目指して見直しを進めております。ぜひ授業改善にお

役立て下さい。
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中の）AV教室の動作不良による駆けつけ対応を減

らしたい」という二つの要望に内田洋行のcodemari

が仕様に合致したため導入するに至りました。また

その際にcodemariのインターフェイスが汎用的であ

ることに着目し、既存教室に対しても導入すること

で、既存棟を含めた31教室すべての操作の同一化に

よる「全教室の一元管理が可能」を実現するととも

に、23時の強制シャットダウン導入を追加すること

で、従来悩まされていた授業開始時のAVトラブル

の激減やセンター職員による都度対応の減少、省エ

ネ化を実現することができました。

codemariを利用し、タブレットからのAV機器制御が可能です
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AV統括制御システムによる一元管理と

一人１台Surface貸与による学習環境の革新

～畿央大学への導入～

■導入の背景とポイント
新棟竣工をきっかけとした既存棟を含めたAV教室

のシステム一元管理

2013年に開学10周年を迎えた畿央大学様。建学

の精神として「徳をのばす」「知をみがく」「美をつ

くる」の三つの理念を掲げ、豊かな人間性を追求す

ることこそが教育の最終目標であるとする考えに立

ち、創立以来一貫して、すべての教育活動の中で大

切にして取り組んでこられました。

2013年８月に着工したP棟新築工事及びR棟増築

工事をきっかけとして、新設教室のAV装置検討に

際して、教員からは「教室による操作の違いをなく

して欲しい」、情報センター職員からは「（特に午前

株式会社内田洋行

賛助会員だより

中庭風景

新校舎内アクティブラーニング・ルーム



教卓に据付けられたコンソールからもcodemariによる機器操作を実現

増築校舎　食堂
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■今後の展開
情報環境整備と組織改編及びICT環境変革の中での

教育実践

クラウドコンピューティングの積極的な利用によ

り、情報センターの役割を情報システム・ネットワ

ーク・機器の管理運用から教育と学習の支援と情報

環境維持に特化させていくとともに、2014年より

新入生に対してCOPE方式(大学所有SurfaceProを学

生へ一人１台個人貸与）を実践することにより急激

に変化しているICT環境の中において情報活用能力

の育成や教室外での学習を促進し、今後もキャンパ

ス内外において学生が自発的に学習するだけでな

く、ともに学び、世の中に貢献する「やさしさをチ

カラに変える」ことができる人として、成長できる

環境づくりを進めていく予定です。

問い合わせ先
株式会社内田洋行　　

高等教育事業部　西日本営業部

ICT課

TEL:06-6920-2632

FAX:06-6920-2793

http://www.uchida.co.jp

新校舎　アクティブラーニング・ルーム利用風景
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計画的な学修と就学力の向上をサポートする

大学向け学修設計支援システム

「UNIPROVE/LE」

～日本大学商学部への導入～

2019年に創立130周年を迎える日本大学は、卒業生

約110万人を数える国内最大規模の総合大学です。そ

の中でも、2014年に学部創設110年を迎えた商学部は、

商業学科、経営学科、会計学科の３学科を擁し、企業

や官公庁、公認会計士や税理士などのビジネス分野に

多彩な人材を輩出しています。

商学部では、学生自らが立てた目標（Plan）を自ら

実践（Do）し、振り返り（Check）の後に改善（Action）

を繰り返す中で、社会で自立して活躍するためのキャ

リアデザインに取り組んでいます。そこで、日立の大

学向け学修設計支援システム「UNIPROVE/LE（ユニプ

ルーブ/エルイー）」を導入し、運用を開始しました。

■学生が実施するPDCAやキャリアデザインを支援
社会や企業から学生が就職した後の質向上に対する

要請が高まる中、商学部では初年次教育の拡充に力を

注ぎ、2010年４月からは新入生に対し「クラスの時間」

を開設。学生自らがPDCAを実施し、計画的な学修

（学び修めること）と就職を意識したキャリアデザイン

に取り組んでいます。

「その役割に最適なツールとして提案されたのが、

UNIPROVE/LEでした。担当教員が学生の成績や出欠、

就職活動の状況などを容易に把握できる学生カルテに

加え、学生自らが卒業後の進路希望や目標設定、その

成果を登録できるポートフォリオが備わっている。こ

れなら我々の目的に合致していると判断しました。さ

らに、文部科学省が打ち出した学生の主体的な学びを

重視する『大学改革プラン』を遂行するためにも非常

に有効なシステムと判断しました」と教務課課長は語

ります。

■ ｢ポートフォリオ｣機能と｢学生カルテ｣機能に
よって効果的・効率的な指導を実現
UNIPROVE/LEのポートフォリオ機能は、学生自らが

設定した授業や就職、資格取得などの目標と、その到

達度を振り返りながら、計画的な学修設計と主体的な

取り組みを行うための動機付けを支援。教職員も、学

生カルテ機能によって各学生の状況を詳細に理解した

上で、指導が必要な学生を抽出し、適切なアドバイス

が行えます。

「商学部には１学年約1,400人、トータルでは6,000人

もの学生が在籍していますが、UNIPROVE/LEの学生

カルテ機能を使えば、例えば学内で GPA（Grade Point

Average）の数値基準を設定し、それを下回った学生た

ちを確実に抽出し、学修へのモチベーションを復活さ

せる対話や指導のきっかけにつなげることができます。

ポートフォリオ機能も、学生が能動的に自分の将来像

を見つめ、責任を持って行動するための指針となると

いう意味で、本学の理念である“自主創造”とも合致

した学修指導が効果的、効率的に行える点が気に入り

ました」と教務課課長補佐は語ります。

日本大学商学部　砧キャンパス
ポートフォリオ機能画面の例



学生カルテ機能画面の例
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■学生の利用を促す施策を実施
UNIPROVE/LEによる学修・キャリア

支援は、その原資となる学生データが蓄

積・管理されることで本来の効果を発揮

します。現在は１年生、約1,400人がシ

ステム活用を始めた段階ですが、商学部

では１クラス20人弱、合計80クラスそ

れぞれの担当教員（クラス担任）が初

回授業のガイダンスで、将来目標の

PDCAを実施する重要性、ポートフォリ

オへの入力方法を周知させる指導を実施

しています。同システムの立ち上げとポ

ートフォリオ項目の設定などに携わった

専任講師は、その工夫を「ポートフォリオでは、半期

ごとの成績評価を踏まえ、新たな目標や学修計画を更

新していくこと、その際は自身の素直な思いを一度紙

に書き出し、しっかりと考えた上で、システムに入力

するよう指導しています。蓄積された情報は就職活動

を始める際、自分がどうしてこの大学に入ったのか、

どんな人と出会い、どのような刺激を受け、何の資格

やスキルを獲得したのか。その結果、この仕事に就き

たいと思うに至ったかという、自分の学生時代の振り

返りや就業力のアップ、エントリーシートの記入にも

役立つ貴重な記録になると説明しました。自分の意識

変革の変遷を言葉で説明できる人はポジティブな人材

であると企業に印象付けることができ、評価も高い。

こうした説明が、学生にとっては非常に効果的だった

ようです」と語ります。

また、このシステムを基盤に、大学内の情報連携が

今以上に進むことにも期待を寄せ、「UNIPROVE/LEは、

就職指導課、教務課、学生課などがそれぞれの業務テ

リトリーを越えて、すべての学生の情報を共有できる

基盤になると思います。より質の高い学びを継続させ、

自らの力で社会で活躍できる学生を一人でも多く送り

出していくため、今後も日立さんと一緒に、システム

機能の強化や情報活用の精度向上を目指していきます」

と教務課課長補佐は今後の抱負を語ります。

学生の社会的・職業的自立につながる就業力の育成

を支援するため、これからも日立はUNIPROVE/LEの機

能強化とソリューションの拡充を行っていきます。

問い合わせ先
株式会社　日立製作所

製品に関する詳細やお問い合わせは下記へ

http://www.hitachi.co.jp/app/uniprove_le/

・本事例の内容は2014年12月１日現在のものであり、変

更されている可能性があります。

・掲載団体への直接のお問い合わせはご遠慮願います。

・記載されている会社名、製品名は、それぞれの会社の

商標もしくは登録商標です。

サイバースペースコスモス
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NEC Cloud IaaS を利用した

クラウドとハウジングの柔軟な選択

および連携を実現ハイブリッドな環境で

多様なシステム要件に対応

～学校法人 東海大学への導入～

■はじめに
「文理融合」を教育理念に据える東海大学。18学

部77学科・専攻・課程を擁する総合大学として、地

域やグローバルな社会で活躍できる人材の育成、国

際レベルの研究拠点の構築、地域と連携した研究活

動などを積極的に推進しています。北海道から九州

まで、日本中に展開する同大学のキャンパスには、

教育・研究系、事務系の様々なITシステムが設置さ

れ、教育・研究や学校事務をサポートしています。

IT環境を整備する上では、教育・研究機関として、

最新の技術を用い多様なニーズに応えられる環境を

目指し、例えば仮想化技術やVDI（Virtual Desktop

Infrastructure）など、常に先進的なIT活用を進めて

きました。 その一環

として、同大学が新

たに取り組みを開始

したのが、外部のク

ラウドサービスやデ

ータセンターの活用

です。

■背景
・東日本大震災以来、BCP対応の強化は重要なテー

マ。キャンパス内よりも、より安心できる環境で

システムを運用したいと考えていました。

・全国のキャンパスに分散しているシステムのため、

できるだけシステムを集約して運用管理負荷を軽

減し、学生サービスの向上にリソースを割くべき

と感じていました。

・キャンパス内のシステムを全て同じ環境に集約す

るのは困難。集約率を高めつつも、要件の異なる

システムに対応できる提案を求めていました。

■クラウドの積極活用に着手
「クラウドという新しい技術を取り入れることはも

ちろん、東日本大震災以来、重要なテーマとなって

いるBCP対応の強化も目的の一つです。キャンパス

内にシステムを持つだけではなく、SaaSを活用した

り、より堅牢な環境にシステムを置いたりすること

で、信頼性、可用性、安全性を強化できると考えた

のです」と同大学の會澤信氏は話します。加えて、

日本中のキャンパスに分散しているシステムの運用

管理にはコストがかかっており、これらを活用して、

できるだけシステムを集約。運用管理を効率化する

ことも狙いでした。「多くの担当者を運用管理から

解放することで、学生サービスの向上という本来の

ミッションに専念してもらいたかったのです」と會

澤氏は言います。また、各研究室などが独自に利用

しているサーバも集約対象に含めることで、セキュ

リティレベルの均質化など、ガバナンスの強化につ

ながるという期待もありました。

■要件の異なるシステムを一カ所に集約
そこで、同大学が採用したのが、NECのクラウド

サービス「NECCI」です。 「NECCI」の提供基盤

となっている「NEC神奈川DC」の堅牢性、運用品

質、先端技術を採用したセキュリティ対策などが

BCP対応に有効と判断したことに加え、特に評価し

たのが、同一データセンター内で、IaaSとハウジン

グを柔軟に使い分けたり、組み合わせて利用したり

できるハイブリッドDCである点です。というのも、

同大学では、できるだけシステムを集約したいとは

考えていますが、多種多様なシステムを、全て同じ

環境に集めるのは現実的ではありません。中には、

仮想化環境には適合しないシステムや、外部には持

ち出すのが困難なシステムもあります。これらをい

かに統合していくかが、重要なポイントだったのです。

「その点、NECCIは、同じデータセンター内にIaaS

環境とハウジング環境が共存している上、両環境を

LAN接続することも可能。今後のシステム展開の可

能性が大きく広がると判断したのです」と同大学の

日本電気株式会社
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東 永祥氏は話します。例えばNECCI上でシステム

を開発し、検証を行った後にスムーズにハウジング

環境で本番稼働させたり、Webサーバはクラウド化

しつつもDBサーバはハウジングで運用するなど、

柔軟なシステム構成が可能になります。

また、NEC神奈川DCの立地も採用を後押ししま

した。「首都圏にあるデータセンターのアクセス性

の高さは、安心感につながります。また、我々の中

核キャンパスである湘南キャンパスとの間でネット

ワークを敷設する上でもメリットが大きいと考えま

した」（東氏）

さらに「SINET4」に接続している点も採用の決

め手となりました。「私たち自身でSINET4への接続

を行わなければならないとなると、当然、ネットワ

ークを敷設するためのコストや時間がかかります。

最初からSINET4への接続環境が整備されており、

それらが不要になる点は非常に魅力的でした」と東

氏は言います。

■Office 365と組み合わせ、メール、グループ
ウェアをクラウド化
まず同大学が取り組んだのが、メールシステムと

教職員グループウェアのクラウド化。そして、各部

署・研究室で管理運用している各種サーバ、学生サ

ークルなどのWebサーバのハウジング環境への設置

です。中でも、メールおよび教職員グループウェア

については、マイクロソフトのOffice 365とNECCI

を組み合わせ、オリジナルの仕組みを構築。具体的

には、Office 365にアクセスする際の認証基盤とメ

ーリングリストの機能をNECCI上に構築し、二つの

サービスを連携させています。

「安全な運用が求められる認証情報は、できるだけ

“手の届くところ”で管理したいと考えたからです。

また、メーリングリストについては、我々の求める

機能がOffice 365になかったことから、独自に開発

することにしました」（東氏）。現在、メールについ

ては、在学中の学生約３万名、教職員約７千名、卒

業生約１万名、合計約４万７千名分のアカウントを

運用しており、今後も年々増加していく予定です。

■今後に向けて
今回実行したメールや教職員グループウェア、

Webサーバの移行は、同大学が目指すクラウドおよ

びデータセンターの活用に向けた第一歩にすぎませ

ん。成果を本格的に享受していくのはこれからです。

「移行が加速すれば、信頼性、可用性、安全性をよ

り強化していける上、運用管理負荷や消費電力など

の削減にもつながるでしょう」と東氏は言います。

NECCIとNEC神奈川DCによって、様々なシステム

の集約に最適な「ハイブリッド」なシス

テム基盤を手に入れた同大学。学内の

様々なシステムが更改時期を迎える段階

で、その都度、最適な運用形態を検討し、

積極的に移行を進めていく考えです。

「大学が最適な情報基盤を獲得するた

めには、学内の環境、移行先、移行方法、

他のシステムとの連携など、様々な検討

を行わなければなりません。大学をはじ

め教育機関のニーズに精通している強み

を活かし、NECには、強力なサポート

を期待しています」と會澤氏は最後に強

調しました。

NECではこうした同大学からの期待に応えるべ

く、今後の同大学の取り組みを全力でサポートして

まいります。

問い合わせ先
日本電気株式会社

第一官公ソリューション事業部

TEL:03-3798-6293
E-mail:info@elsd.jp.nec.com

http://jpn.nec.com/educate/university.html

同大学の NECCI 利用イメージ
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「ラーニング・コモンズ」により

学生の交流・表現能力をアップ！

滞在型図書館が協同学修環境の創造を実現

～玉川大学教育棟2014～

■導入の背景（はじめに）
玉川学園は10年後を見据えた「Tamagawa Vision

2020」を構築し、「教育の質保証」をキーワードに

新たな玉川ブランドの確立と社会の要請に応える教

育に取り組んでいます。

2015年春、従来の図書館を「学修の場にシフト

する」というコンセプトに基づき「大学教育棟 2014」

を建設。図書館と併設するアクティブ・ラーニング

室を含むICT設備、デジタルサイネージなどを導入

し、複数の学生が調べ学修した内容を持ち寄り、共

有・議論して発表できる協同学修環境を提供してい

ます。

■システムの概要
（１）ラーニング・コモンズ

図書館と併設するラーニング・コモンズは、グル

ープ学修や討論など学生自らが「交流し、表現し、

学修する」場となっています。フロア全てがオープ

ンな空間であり、グループワークに適した机や椅子

が各所に多数配置されています。それらを区切るパ

ーティションは固定されることなく、集まる人数に

応じて並びを自由にレイアウトできます。授業以外

の時間にも自主的に集まり話し合いをする多くの学

生で賑わっています。

学修エリアの中央に位置する「アカデミックスク

エア」は壁に180インチ相当の映像を投写でき、階

段形式のフリースペースに腰掛けて自由に聴講でき

るようになっています。外部から講師を招く公開講

座などのイベントにも活用でき、スピーカーの音に

誘われ自然と人が寄り集まると好評です。

見通しのよいガラスで区画された19室のグループ

学修エリア「カンファレンスルーム」には、自由に

動かせるホワイトボードと60インチ電子黒板用ディ

スプレイを整備。電子黒板はフロア内に計12台配置

され、自由に動かせるホワイトボードと共に学生が

情報の共有や発表に活用しています。

組合せ自由なラウンド型机を配置した「ラウンド

テーブル」（プレゼンテーションルーム）では、電

子黒板の他に高輝度プロジェクターを天井に常設し

株式会社東和エンジニアリング

賛助会員だより

玉川大学教育棟2014　外観（東京都町田市）

アカデミックスクエア

カンファレンスルーム

ラウンドテーブル

ワークショップルーム
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ています。また、「ワークショップルーム」にも高

輝度プロジェクターを常設し、２室を分割しても合

同でも利用できる設計となっています。

（２）講義室

430名収容の大講義室は、５・６階二層のひな壇

形式で３面の大型スクリーンに映像提示でき、授業

収録に対応。撮影中の映像を他の教室にリアルタイ

ムに配信できます。AV操作卓の鍵は、各教員が持

っているICカードで解錠できます。教室ごとの専用

キーが必要なく、紛失のリスクも回避でき、準備が

スムーズになったと喜ばれています。ICT機器を操

作するAVコントローラーは、他の教室と使い勝手

を揃え、さらに備え付けのタブレット端末でも操作

できるため、授業以外の様々な催しに展開できてい

ます。

小規模から中規模までの講義室は22室あり、従来

の座学形式からゼミ形式、グループ学修など様々な

授業形式に対応します。横に広い講義スタイルによ

り教員と学生の距離が近いことも特長です。プロジ

ェクターは部屋が明るいままでも視認できる高輝度

タイプを採用。左右２面もしくは片側に電子黒板を

設置し、ホワイトボードと併用して授業を進められ

ます。机と椅子をグループでレイアウトし、タブレ

ットやスマートフォンを活用して活気あふれる授業

を実践しています。

（３）デジタルサイネージ

１～６階の全フロアに15台の液晶ディスプレイを
設置。近くにいる学生や移動中の学生が立ち止まっ

て気軽に見られるよう、文字を含む画像が15秒ずつ

転換します。また、緊急時には一斉に画面を切り替

えられる仕組みになっています。

■評価と今後の展望
「大学教育棟 2014 の計画段階から、あるテーマ

について話し合い、コミュニケーションし、自らの

意見を発表する『アクティブ・ラーニング』がキー

ワードとなり、全学の教職員が一丸となって試行錯

誤を繰り返しました」と語ってくださったのは、芸

術学部の橋本順一教授。

「ラーニング・コモンズでは教職員の予想を超え

た大勢の学生が活発に集まり自主学修しています。

講義室では iPadなどノート PC以外の端末も利用で

きるようになり、ますます授業の幅が広がりまし

た。まだ戸惑いの中にある教員も少なくはないです

が、少しずつ意識改革が進み、棟全体の利用はさら

に増えてくるでしょう。すでに学生はこの新しい教

育環境を使いこなしています。明確な成果が学生に

表れるのはこれからですが、確実に効果があると確

信しています。」

問い合わせ先
株式会社　東和エンジニアリング

教育ソリューション営業部

TEL: 03-3253-3322

http://www.towaeng.co.jp/

430名収容　大講義室

30名収容　講義室

デジタルサイネージ
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通学・通信課程で同じ学修環境を目指した

システムの構築

■ALL GAKUENのワンストップサービス
長年、通学と通信それぞれの教育課程で独自のシ

ステム運用を続けてきた玉川大学の両課程におい

て、どのような目的で同じパッケージをご選定いた

だいたのか。「GAKUEN通信教育ソリューション」

誕生の背景と、「ALL GAKUEN」導入のメリットに

ついて、玉川学園

総務部情報基盤シ

ステム課課長 中

村順一氏にお話を

伺いました。

■K12から大学、大学院まで、約15,000人が
集う61万㎡のワンキャンパス
玉川学園は、東京都町田市を中心とした約61万㎡

のワンキャンパスに、K-12（Kindergarten to 12th）

から大学院生までが通うワンキャンパスが特長の総

合学園です。所属する総務部情報基盤システム課で

は、学内LANなどネットワークの整備や、学校法人

としてICT支援、コンプライアンス対策、さらに事

務を中心とする業務システムの開発から運用保守な

どを担当しています。校地が広いため、学内のシス

テムは基本的にオンプレミスでプライベートクラウ

ドを構築して基盤を運用しています。

■適合率15%から、50%へ 
「GAKUEN 通信教育ソリューション」の共同開発
玉川学園のシステムは、1980年頃から長くホス

トコンピュータを使って運用してきました。その後、

要求されるシステムの処理性能が増大し、再び各部

署が独自にパッケージやクライアント・サーバ型の

システムを導入する形となりました。通学では、

1999年に初めてGAKUENシリーズのパッケージを

導入しました。2009年に一度システム更改を行っ

て、現在まで利用を続けています。

通信でも2001年の学生用Webシステムを皮切り

として、GAKUENをベースにしたシステムが稼働し

ていました。これは業務適合率が15%以下と、ほぼ

スクラッチでの開発でした。当時は他に一般の通信

教育向けシステムの中で適合率が30%を超えたパッ

ケージも存在していましたが、GAKUENの担当者か

らDBの設計書を見せていただいたところ、DBの設

計はGAKUENの方が大学向けとして信頼ができると

いうことで、アプリケーションを大幅に改修し、主

にデータの器として利用した形です。

そして、前システムから10年以上経過した2014

年に、再びFit&Gapを行ったところ適合率は50%超

とかなり向上していました。通学の場合は、パッケ

ージとして汎用的な製品が多く存在していますが、

通信では独自開発が主流であり、適合率が高いとい

うのは大変希少でした。通信は通学と大きく業務内

容が異なるため、私の知る限り通信に特化したパッ

ケージはありません。今回、本学で開発されたシス

テムは「GAKUEN通信教育ソリューション」として

新たにリリースされましたが、通信向けに改修した

ことに加え、カリキュラムがより通学に近い大学の

場合、本学より適合率はもっと上になるのではない

でしょうか。

■通信課程の存在をかけた改革―通信と通学で
同じ学修環境を目指したシステムの構築
通信基幹システ

ムの更改は、前回

の開発時と比較し

て学生数が半数以

下に減った中、コ

ストの削減と学生サービス向上による学生数の増加

が重要な命題でした。

まず、学生満足度の向上のために、事務手続きや

各種連絡は郵送を基本とした紙ベースの手段から、

インターネットを通じた電子化に軸を移すことに決

めました。2015年４月から新システムが導入され、

履修登録や資格取得判定の手続き、学費納付状況の

日本システム技術株式会社

賛助会員だより
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確認など、必要な手続きや情報がWebでいつでもど

こからでも実現できるようになりました。

これまでは、システムが異なることによって、通

学と通信で別々の学修環境が提供されていました

が、どちらも同じパッケージをベースとしているこ

とで、大学として両方の課程が同じ方向を目指すこ

とができるようになりました。インターネットの普

及率が上がり、学修環境も変化する中で変化への対

応は重要だと考えています。

次に、コスト削減の問題ですが、これはパッケー

ジの活用により、開発費用が圧縮できました。さら

に、共通プラットフォームである仮想基盤へのサー

バ移行や、通学とのサポートの一本化ができたこと

で、問題発生時の切り分けやSE作業費の工数など、

運用、保守面でもコストの削減ができています。今

回、「ALL GAKUEN」のワンストップサポートをお

願いし、パッケージだけでなく、OSやミドルウェ

ア、ハードウェアまで含めて保守サ―ビスを提供し

てもらったことで、これまで大学側で実施していた

調査対応や複数の窓口への保守問い合わせなど、か

かっていた時間的負担も減らすことができました。

人件費という面では、通学と通信で同じUI（ユーザ

インターフェース）であるため、通学の職員が通信

に異動した際なども操作に早く慣れることも可能で

す。今回のシステム更改を機に、これまで通信が独

自で運用してきた業務をなるべく通学に合わせ、コ

ード体系や書式なども通学側に寄せて構築を行って

います。また、担当者によってばらばらだった業務

フローをパッケージに合わせて標準化することにも

力を入れています。

開発の際の大きな方針としては、新システムは、

事務処理の効率化だけでなく学生目線での学修支援

や、学生サービスの向上を優先して開発しました。

大学として利便性の追求だけでなく、教育の質を保

つことを目指しています。

■LMSを活用した学修支援の提供
大学通信教育においてはインターネットを利用し

た授業で卒業に必要な124単位がすべて認定できる

ようになるなど、技術革新により今の学生の学修環

境は変化しています。インターネットを利用した学

修支援の中で通学と通信相互で期待していることと

しては、LMSによる動画や反転授業の実現でした。

特に動画は、授業を録画しておけば、授業中に聞き

逃した箇所をあとで復習に利用することもできます

し、実習や実験などはテキストより理解しやすい教

材です。今回、通信では総合事務、学生支援システ

ムの他にGAKUEN EduTrack（以下、GET）という

LMSも導入していますが、今すぐに通信のメディア

授業として前提にしているかというと、現在はまだ

見送っています。コンテンツの整備ができていない

ことと、運用方法が決まっていないことが理由です

が、単位を安売りするようなものではなく、教育の

質を保証するための学修支援として利用したいと考

えています。今は、何をメディア授業で実現し、何

を対面の面接授業で重視するのか検討している段階

です。まずは、単位認定を伴わないガイダンスや学

修の手引、テキスト授業の補助教材、スクーリング

の反転授業として利用を開始したいと思います。

■今後の期待と課題
通学の事務を運営する教学部の中に席を設ける形

で設置した「サービスデスク」は、職員からも非常

に好評を得ています。メーカーのSEが現場に居るこ

とで本学の業務理解度が上がり、職員との認識の差

が少なくなるのか、適切な提案を受けることができ

ています。現在は主に実務担当者のサポートを行っ

ていますが、今後は直接のユーザである、学生や保

護者に間口を広げても良いのではないかと考えてい

ます。また、通信のGETについては、教務情報との

連携の容易性やコストといっ

た部分でメリットから導入を

していますが、いくつかの機

能についてはまだ課題がある

と思っています。こちらは

「GAKUEN通信教育ソリュー

ション」とともに、今後の発

展に期待します。

問い合わせ先
日本システム技術株式会社

［東日本地区］文教事業部TEL:03-6718-2790

［西日本地区］GAKUEN事業部TEL:06-4560-1030

E-mail:g-event@jast.co.jp

http://www.jast-gakuen.com

玉川学園 総務部

情報基盤システム課

課長 中村順一氏



学率も10%を越えており、他のどの学習タイプと

も有意な差が見られました。また前半型（YN）も

無学型同様に退学率が高いことから、これら二つ

のタイプは入学時より最も注意が必要な層だと言

えます。

退学率低減が問われている昨今、こうしたデータ

を活用して入学直後から退学防止の対策が打てるこ

とは、入学前にe-Learningを活用する最大のメリッ

トだと考えています。

■「学習観」・「学習動機」アンケート
次に、弊社が入学前e-Learningの受講者に対して

2015年度から実施しているアンケートについてご

紹介します。アンケートは、東京大学・市川伸一先

生が研究されている次ページ図１「学習観」、図２

「学習動機」の調査項目[1][2]を先生の許可を得て使用

しております。

入学前e-Learning9大学の学習結果と、この「学習

観」「学習動機」をクロス分析した結果について、

その一部を次ページ図３でご紹介します。

入学前の成績別でみますと、学力が高いほど「学

習観」の総合点は高くなり、学力別で差が大きいの
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WAOの入学前教育データのＩＲへの活用

学習観･学習動機アンケートと

学習ログデータの分析

～国私立９大学の事例～

ワオ・コーポレーションでは、入学前教育をe-

Learningで大学にご提供しています。今回、国私立

９大学(1)の入学前e-Learningのログデータをもとに、

学習タイプ（表１参照）を七つに分類、学習タイプ

ごとの入学後のGPAや中退率にどのような傾向がみ

られるかを追跡調査しました。その結果、学習開始

時の成績よりも学習習慣の重要性が浮かび上がって

きました。

■学習タイプ別ＧＰＡ・退学率分析
表２、表３は、入学前e-Learningのログデータを

用いて、学力とは異なる観点である「学習タイプ」

ごとの成績や退学率の傾向を分析したものです(2)。

これらのデータ分析から下記の考察を得ました。

１）長期達成型（SY）と短期達成型（SN）で、GPA

平均値に明らかな差が見られました。多重比較の

結果からも、有意な差があることが分かりました。

達成率に関わらず、入学前の学習回数、習慣が入

学後のGPAに大きく関わっていると考えられます。

２）前半型（YN）はGPA平均値が低く退学率も高い

一方、後半型（NY）は学習習慣型（YY）と近い傾向

がみられました。学習の偏りが前半か後半かは、

単なる学習時期の差ではなく、学習意欲・モチベ

ーションによる違いがあるのではないかという仮

説が立てられます。

３）無学習型（NS) はGPA平均値が極めて低く、退

株式会社ワオ・コーポレーション

賛助会員だより

表１ 入学前学習タイプの分類条件

表２　入学前学習タイプ×入学後GPA（２年次末）

表３ 入学前学習タイプ×退学率（２年次末）

達成率：必修科目の課題平均達成率を算出。（事前テストの受験
有無に関わらない）

ログイン回数：弊社基準による。
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は「Ｂ：思考過程の重視」と「Ｄ：意味理解志向」

で、特に学力の高い層で「Ｂ：思考過程の重視」が

際立って高いことが分かりました。

次に「学習動機」を入試区分別に見ますと、ＡＯ

入試が他の入試区分に比べて内容分離的動機（H･I･J）

が低めで、逆に附属校特別推薦は内容関与的動機

（E･F･G）が高めである傾向が見えました（図４）。

弊社ではこれらの分析に基づき、2016年度から

はこの「学習動機」を利用して、タイプごとにサポ

ートの際のアプローチ方法を変え、効果的な学習促

進を実施する予定です。

■入学前教育データのＩＲへの活用
入学前教育の学習ログデータ、学習観･学習動機

アンケート結果、さらには入学後のＧＰＡや退学率

など、学生がもつさまざまなデータを分析すること

により、学生一人ひとりの学びの状況を可視化して

いきます。こうしたデータをエンロールメント・マ

ネジメントにご活用いただき、教育をよりよく改善

していくＩＲに繋がる分析とサポートを、ワオ・コ

ーポレーションは今後とも提供して参ります。

注
(1) 国立３大学、私立６大学（関東１大学、関西５大学）。

(2) 表２、表３ともにA大学2012～2013年度入学者デー　
タより。

参考文献
[1] 市川伸一: 学習動機の構造と学習観との関連.日本教育

心理学会総会発表論文集, 37, p.177, 1995.

[2] 市川伸一: 学ぶ意欲の心理学. PHP研究所, 2001.

【お詫びとお断り】
ワオ・コーポレーションの入学前e-Learningを導入して

いただいている９大学（国立３大学、私立６大学）につき

ましては、GPA及び退学率などのデリケートな学生情報を

扱う関係から、大学名の明記を控えさせていただきます。

あしからずご了承ください。

問い合わせ先
株式会社ワオ・コーポレーション

ソリューション事業部

東京　TEL:03-6880-2010

大阪　TEL:06-6371-0255

E-mail:edu_contact@wao-corp.com

http://edu.wao-corp.com/ttp:

図２ 学習動機
「何のために学習するのか」 という学習動機づけに関する考え方

図３ 学力別×学習観分析

図４　入試区分別の学習動機

A B C D

図１ 学習観
「学習はどのようにして成立するのか」 という学習のしくみに関する考え方

【E】 【F】

【J】

【G】

【I】【H】

内容関与的動機

内容分離的動機
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BYODの導入によるICTを活用した

教育・学習環境の抜本的な改革へ

高等教育推進機構全体をカバーする

無線LANシステムを構築

～北海道大学での導入事例～

※本内容は、北海道大学情報基盤センター長・教授

の髙井昌彰氏にインタビューした際の同氏のお話
をまとめたものです。

北海道大学は、「北海道大学近未来戦略 150」に

基づいて、ICTを活用した教育の推進によって大学

の教育改善を支援するため、オープン・エデュケー

ション・リソース（OER）を活用した教育・学習支

援やOERに関する研究開発を推進しています。その

計画の中でBYOD（Bring Your Own Device）を導入

し、あらゆる科目でICTを活用した授業を展開する

方針を打ち出しています。そのための教育用無線

LAN環境の構築にメルー・ネットワークスの無線

LANシステムを導入し、大規模かつ高密度のアクセ

スに耐え得る無線LANインフラを実現。さらに教職

員、学部学生、大学院生が利用する共用フリースペ

ース向けの従来の一般用無線LANインフラとの統

合・一元管理も実現しました。

■各教室で多数の端末が平等に利用できる環境が
求められる
同大学の従来の教育用無線LAN環境は、学生が集

まるホールや大講義室など約40カ所にアクセスポイ

ント（AP）が設置されており、各教室等はほとん

ど整備されていませんでした。今回の教育用無線

LANシステム（ELMS無線LANシステム）の強化・

整備は、教育情報システムの更新の一環として、主

に高等教育推進機構のほぼすべての建物・教室等で

無線によるBYODが利用できるようにするものです。

一方、同大学にはHINESが提供する共用スペース向

けの無線LANシステムがあり、国際無線LANローミ

ングサービス（eduroam）も、このインフラを利用

しています。

新たなELMS無線LAN環境は、高等教育推進機構

メルー・ネットワークス株式会社

賛助会員だより

北海道大学　正門

農学研究院

クラーク像
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管轄のエリアだけでAPが184カ所に増加。共用スペ

ース向け無線LANシステムと合わせると約320カ所

に拡大します。さらに、授業の支援目的でのBYOD

活用であるため、複数の教室で多種多様な端末が一

斉にアクセスすることになります。そのため、大規

模な無線LANシステムとなる上に、限られたAPに

複数の端末が同時アクセスしても授業に支障を来さ

ない無線LANインフラが求められました。密度の高

い利用環境でも、各人が平等に教育用コンテンツを

使えることが最も重要であり、そのためエアタイ

ム・フェアネスは重要な要求仕様の一つでした。

高機能な端末とレガシー端末が混在するアクセス

環境では、高機能端末のトラフィック向けにエアタ

イムが優先され、レガシー端末向けのエアタイムが

著しく減り、パフォーマンスにばらつきが発生しま

す。すべてのクライアントにアクセス時間を均等に

割り当て、すべてのデータ伝送が最高速の潜在速度

で実行できるエアタイム・フェアネス技術が実装さ

れていることが、メルー・ネットワークスの無線

LANシステムが評価されたポイントです。

また、デバイスとアクセスポイントの両方のデー

タ伝送を管理するエアトラフィック・コントール、

複数のAPを一つの大きなカバレッジレイヤーとし

て見なすバーチャルセルなど総合的な無線LANシス

テムのアドバンテージが認められました。

■BYODによる高密度アクセスに耐え得る環境を
実現
導入された無線LANシステムは、最大500台のAP、

最大5,000クライアントをサポートするコントロー

ラのMC4200（冗長構成）、APは高等教育推進機構

管轄の教室等にAP822e（802.11ac対応）を約270

台が設置されました。

2015年４月の新年度から本稼動を開始。従来の

無線LAN環境と比べてアクセス数は急増し、1,000

～2,000台の端末が常にアクティブ状態にあります。

一つの教室で何台の端末が接続しているかモニタリ

ングした結果、AP1台あたり40～50台がアクセス
している状況。まだ教育用コンテンツの運用が本格

化していないためトラフィックは少ないものの、良

好なアクセス環境を維持できています。

また、従来のELMS無線LANではWeb認証でした

が、共用スペース向け無線LANシステムで運用して

いる認証基盤に一元化したため、教職員、学生のす

べてのユーザーが802.1x認証へ移行でき、セキュリ

ティレベルが向上・均一化しました。

今回の高等教育推進機構を中心とした無線LANシ

ステムの統合で、現在のAPは約430台に拡大しまし

た。今後、徐々にカバーエリア、密度ともさらに拡

大していく計画があり、最終的に札幌キャンパス全

域で1,000～2,000台のAPが設置される予定です。

本格的なBYODの導入は2016年度の新入生から実

施していく計画を予定しており、そのインフラとし

て、高密度アクセスに耐え得る環境が整備されまし

た。実際に授業等で各種のコンテンツが走り出して

も問題なく運用できると期待されています。

問い合わせ先
メルー・ネットワークス株式会社

営業部

TEL:03-5297-1221

E-mail:info.jp@merunetworks.com

http://www.merunetworks.co.jp/

北海道大学

情報基盤センター長・教授

髙井　昌彰氏
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Trend Micro Deep Security™

東洋大学への導入事例

Case Study 仮想環境向けセキュリティ

～VDIに最適なセキュリティ対策でログイン

遅延を解消、安全で快適な学習環境を実現～

■概要
・課題

より快適なPC環境実現のためVDIを導入、セキュリ

ティ製品の処理負荷が次なる課題として浮上。

・効果

各仮想PCにエージェントをインストールする必要

なくセキュリティ対策が打てる「Trend Micro Deep

Security TM」を採用。サーバ負荷の上昇、ログイ

ン遅延を解消しつつ、抜け漏れのないセキュリティ

を実現。

■導入の経緯
～情報処理教室のシステム刷新にあたり
セキュリティ対策の最適化が必要に～

2012年に創立125周年を迎えた学校法人 東洋大

学。「国際化」「キャリア教育」「哲学教育」の三つ

の柱を軸に、グローバル人材の育成に取り組んでい

る。また同校は、ITを教育の重要な要素の一つと捉

え、PCを用いた講義なども積極的に展開している。

同校の白山キャンパスでは、学生がITに親しめる

環境づくりの一環として、2013年４月に３号館を

情報専用棟へリニューアル。大規模なシステム環境

の見直しを実施した。その理由について同校情報シ

ステム部情報システム課の藤原喜仁氏は次のように

述べる。

「従来、学生専用端末には通常の PC、およびネッ

トブート型のシンクライアントを利用していました

が、近年は講義で使うアプリケーションのデータ量

が増加。また、当校のネットワーク構造の課題もあ

り、ネットワークを経由して端末に OSやアプリケ

ーションを読み込むネットブート型のシンクライア

ントでは起動に大幅な時間がかかってしまっていた

のです。最悪の場合、30 分以上かかってしまい、

講義の進行に支障をきたすこともありました。」

そこで同校は、サーバ上に仮想PCを構築し、ク

ライアント側からアクセスするVDI(Virtual Desktop

Infrastructure)への移行検討に着手。PCの利用頻度

が高い学生向け自習室「ナレッジスクエア」で試験

的な先行導入を実施した。「VDIなら、従来環境より

ネットワークトラフィックも少なくて済み、端末の

起動にかかる時間も短縮できると考えました」と藤

原氏は言う。

しかし、導入後に新たな問題に直面した。「事前

に想定したレベルのログイン時間の短縮効果が見ら

れなかったのです」と同校情報システム部システム

課の松島功樹氏は述べる。

原因を調べた結果、ボトルネックとなっていたのが

ウイルス対策ソフトだった。

VDIは１台の物理サーバで複数の仮想PCを稼働さ

せる仕組み。そのため、各仮想PC上にウイルス対

策ソフトやエージェントをインストールすると、起

動時の一斉ウイルスチェックによってサーバの負荷

が急激に高まり、ログインに時間がかかってしまう

のである。　

さらに、USBメモリなどの外部記憶媒体を使う際

の動作にも、ウイルス対策ソフトは影響を及ぼして

いた。

学生が論文などのデータを個人のUSBメモリで持

ち込むことも多い大学構内では、USBメモリを安全

かつストレスなく使える環境が必須となる。「しか

しテストの結果、USBメモリを端末に差し込んだ際

は最初にウイルスチェックが行われるため、サーバ

のCPUの負荷が増大。USBメモリの認識に予想以上

の時間がかかってしまうことがわかったのです」と

松島氏は話す。同校では、先行導入の結果を踏まえ、

VDIへの本格移行にはセキュリティソリューション

も最適化することが必要と判断した。

トレンドマイクロ株式会社

賛助会員だより

(左)東洋大学情報シス

テム部情報システム課

課長補佐　藤原 喜仁氏

(右)東洋大学情報シス

テム部情報システム課

松島 功樹氏
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■導入プロセス
～「エージェントレス」で負荷を軽減、VDI本来　
の快適さをフルに活かす～

いかにサーバの負荷を抑えつつ、学生のデータを

守る高度な安全を担保するか。それを満たすソリュ

ーションとして同校が採用したのが、「Trend Micro

Deep Security TM （以下、TMDS）である。TMDS

は、VMware社のVDI基盤「VMware Horizon View」

および「VMware vShield Endpoint」との組み合わせ

により、各仮想PCへエージェントのインストール

が不要な「エージェントレス」でのセキュリティ対

策を可能とするソリューション。ウイルススキャン

やパターンファイル更新といったシステムに負荷の

かかる処理を、各仮想PCからTMDSを実装した仮想

アプライアンスへオフロードすることで、サーバ負

荷の高まりを抑止。VDI本来のパフォーマンスを引

き出すことが可能になる。このTMDSは、同校が

VDIに本格移行した際のパートナーであり、トレン

ドマイクロ認定ソリューションプレミアムパートナ

ーでもある伊藤忠テクノソリューションズ（略称：

CTC）が選定し、同校に提案した。

CTCの大田将士氏は、その提案理由について次の

ように話す。

「今回の VDI基盤には、PCoIPプロトコルにより

ネットワーク帯域の消費を抑え、軽快な VDIを提

供する VMware Horizon Viewを採用。そのメリット

を打ち消さず、高度なセキュリティも担保するに

は、TMDSを導入するのがベストと判断しました。」

■導入効果
～ログイン高速化と安全性を両立
今後もシステムの利便性向上を目指す～

同校は早速、VDIを導入。セキュリティ対策には

TMDSを適用した、現在の仮想PCの台数は合計で

820台にものぼる。

ログイン時間は大幅に改善。最速で１分以内とい

うログイン時間を達成しているという。また同校は、

TMDSについても高く評価。「USBメモリを差し込

んだ際のウイルスチェックも的確に処理できるよう

になりました」と藤原氏は述べ、満足感を示す。

さらに、以前は長期間ログインされていなかった

クライアントなどでは、ログイン時に最新のパター

ンファイルをダウンロードして更新する必要があっ

た。しかし現在は仮想アプライアンス側で自動的に

最新のパターンファイルへ更新するため、より抜け

漏れのないセキュリティ対策が実現できているとい

う。

実際、これまでに軽微なものを含めてインシデン

トはゼロだという。「セキュリティ対策は問題が起

きないことが一番です。日々のPC利用に影響を及

ぼさず、意識しなくてもシステムの安全が担保され

るという安心感。それが最大の導入メリットだと思

います」（松島氏）。　

今回のシステム刷新により、同校ではレスポンス

の速さと高いセキュリティを両立したPC利用環境

を実現。だが、学生によりよい学習環境を提供する

ためには、今後起こり得る様々な運用上の問題や要

望にも、迅速・的確に対処していくことが重要とな

る。「システムは『導入して終わり』ではありませ

ん。今後も、当

大学に最適な提

案とサポートを

してくれること

を、CTCとトレ

ンドマイクロに

は期待していま

す」と藤原氏は

最後に語った。

本記事に記載の内容は2013年12月現在のものです。

また各担当者の所属・役職名は2015年９月現在の

ものとなります。

問い合わせ先
トレンドマイクロ株式会社

法人営業本部首都圏営業部

首都圏営業第1グループ

TEL: 03-5334-3601

E-mail:sales_east@trendmicro.co.jp

http://www.trendmicro.co.jp/

伊藤忠テクノソリューションズ株式会社

金融・社会インフラシステム事業グループ

社会インフラシステム第１本部

金融・公共システム技術開発第１部

技術開発第１課

大田 将士　氏



ーンだけでなくホワイトボードにも投影することが

できます。さらに、情報収集等はタブレット端末を

利用します。プロジェクターで情報を表示する場合

は、タブレット上の直感的な操作だけで電源ONか

らデータ送信まで可能としました。室内は無線LAN

設備を完備し配線に縛られず自由にスペースを利用

できます。

（２）講義室（250席）
60周年記念棟には90席、200席、250席の講義室

が設置されていますが、全て「横長」に机と椅子が

配置されています。奥行きよりも横幅を大きくした

メリットは、授業を行う教員が学生一人ひとりの顔

を見やすいということです。一方的に話をする講義

よりも教員と学生が積極的に対話をする双方向型の

授業を行いやすくなります。反面、前列両端に座わ

操作にはiPadを利用 / マシンルームに制御機器を設置

250席の講義室。1列目左端の席から見た光景（右下）
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新しい教育スタイルを実践する

「アクティブ・ラーニング」

～学校法人日本大学　生物資源科学部～

■背景
神奈川県湘南にキャンパスを置く日本大学生物資

源科学部は、生物や生命に関する幅広い分野の高度

な研究・教育を推進されています。2012年に迎え

た創立60年に「活力が高まる“ コラボレーション

創発拠点”」というコンセプトのもと「60周年記念

棟」が建築されました。学生たちが主体的に学び互

いに協力し、生き生きとしたキャンパスライフを過

ごす拠点となることを目指しています。このテーマ

に見合うAV設備を提案させていただきました。

■システム内容
（１）アクティブ・ラーニング
60周年記念棟のエントランスに入ってすぐ見える

ガラス張りの教室が「アクティブ・ラーニング・ス

タジオ」です。少人数の双方向・対面型スタイルで

問題解決を行うのがアクティブラーニングの手法

で、多様な構成のグループワークに柔軟に対応がで

きる環境を整えました。机と椅子は全て可動式、机

の大きさも変えることができ、討論に使うホワイト

ボードも可動式で一つの机に１台用意しました。説

明や発表に使用するプロジェクターも備え、スクリ

東通産業株式会社

賛助会員だより

アクティブ・ラーニング・スタジオ



る学生が黒板の字が見づらいというデメリットがあ

ります。そこで天井に小型カメラを設置し黒板を撮

影してプロジェクターで黒板の両脇のスクリーンに

投影できるようにしました。学生がどの席に座って

も黒板の文字を無理なく見ることができ、ストレス

なく授業を受けられます。

（３）操作卓
操作卓は近年多くあるタッチパネルではなく確実

に操作できるボタン式を採用しました。卓には傾斜

を付け着席して操作しても見やすい角度にしまし

た。授業に集中できるよう教卓周りをすっきりさせ

AV 機器や書画カメラは必要な時に瞬時に取り出せ

る什器の工夫もしました。

（４）劇場空間
60周年記念棟の中央、５層吹き抜けの「劇場空間」

は１階のエントランスホールから２階のラウンジに

講義室（90席）

（上から）書画カメラ、操作パネル、AV機器
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向かって階段状のベンチが設置され、向かい側の壁

には昇降式のスクリーン、階段の最上部にはプロジ

ェクターを設置できます。階段状ベンチを観覧席に

してイベント等が行えるように設計されています。

学生が座っていると自然と仲間が集まり、一緒に何

かをしようとするきっかけになることもねらいの一

つです。スクリーンやプロジェクターもタッチパネ

ルで起動でき、学生が自発的に運営できるようシン

プルな操作にしました。

■今後の展望
60周年記念棟は学生たちの未来を拓く教育の場を

徹底的に研究して創られました。その教育に必要不

可欠なのがICT機器であり、それらを簡単に誰もが

使えるようにしてこそ、教育効果が高まっていくと

考えられます。我々は大学に社員を常駐させ、サポ

ート業務だけでなく先生とのコミュニケーションを

大切にしています。今後も多様化する教育スタイル

の中で先生の新しい発想や要望を具現化し、教育の

未来も切り拓けるよう取り組んでいきます。

問い合わせ先
東通産業株式会社

営業部門営業推進室

TEL 03-5572-7911

E-mail : edu-info@totsu.co.jp

https://www.totsu.jp/inquiry/

講義室の活用を柔軟にするためAV 機器や書画カメラ、操作
卓を一セットにまとめ稼働式にしました。プロジェクターで
教材を投影させる場合は、操作しやすい場所にAVラックごと
移動できます。教壇上から書画カメラを使用する際も、無理
なく操作ができる高さに設計しています。

エントランス１階から見た光景（左）/ 階段最上部（右上）
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アクティブラーニングの効果を高める創造空間

～クリエイティブ・スクエア（Creative Square）～
湘南工科大学への導入事例

■大学紹介
湘南工科大学は、「社会に貢献する技術者の育成」

をミッションに1963年に開学した工科系単科大学

です。工学に関する幅広い知識や技能と活用力を身

につけることができる、充実したIT環境と専門分野

の研究施設を活用した特色ある教育と、きめ細かな

支援が多くの学生に支持されています。少人数教育

による体験型授業「アクティブラーニング」も、その

一環です。こうした教育環境が、実践的かつ創造力

を備えた人間性豊かな技術者を育み、時代の変化に

対応できるエンジニアの輩出につながっています。

■導入の背景と目的
2013年度には、アクティブラーニング授業を実

践するための教室「コラボルーム」を設置しました。

「コラボルーム」では、教室前方のみに配置された

電子黒板プロジェクターを使用して、プレゼンテーシ

ョンやディスカッションを実施し、グループワークの

成果は模造紙などにまとめ、壁に貼っていました。

今回のシステム導入には、全学的にアクティブラ

ーニングを促進していくことと、ICT機器を取り入

れた参加型授業をさらに積極的に行うための教室を

設置する目的がありました。アクティブラーニング授

業におけるグループワークの内容をより充実させ、

社会で必要とされる柔軟性のあるエンジニア育成の

ために、新たなシステム導入に踏み切りました。

■システムの検討と課題
学生が主体となって進行するアクティブラーニン

グ形式の授業を、誰もがスムーズに実践するために

必要な設備を検討する中で、具体的な要望をいくつ

かいただくことができました。例えば、電子黒板プ

ロジェクターを、学生グループが個別に自由に使用

でき、教員プロジェクターの画面が学生グループに

も投影されること。無線LAN環境により、学生全員

が同時にタブレット端末を使用できること。可動型

什器により、学生席のレイアウトを自由に変更でき

ることといった要望がありました。

システムは共信コミュニケーションズの「クリエ

イティブ・スクエア」がベースとなりましたが、い

くつかの解決するべき課題がありました。例えば、

学生グループの電子黒板プロジェクターを一括また

は個別にコントロールできることや、誰もが使いや

すいユーザーインターフェースでスムーズにコント

ロールできること。学生のタブレット端末から電子

黒板プロジェクターに無線で画面投影ができ、授業

の流れに応じた教材を学生グループ側の電子黒板プ

ロジェクターにすぐに投影できること。電子黒板の

ホワイトボードに記入した内容を、ネットワークを

介して自由に保存／呼び出しができることなどで

す。収録システムや遠隔通信など、今後の拡張が検

討しやすいシステムであることも重要となりまし

た。

共信コミュニケーションズ株式会社

賛助会員だより

グループごとにプロジェクターを設置



教員用
電子黒板プロジェクター

学生グループ
可動式什器とタブレット
端末

グループワークの様子
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■まったく新しい学習創造空間
共信コミュニケーションズでは、このような要

望・課題を受け、以下のような点に留意してシステ

ムの設計を行いました。

まず、複数の電子黒板プロジェクターを同時に使

用する際に、教員がストレスを感じることなく、画

面を見ながら直観的かつスムーズに操作できるよ

う、タッチパネル方式のユーザーインターフェース

を開発しました。タッチパネル操作画面は、プロジ

ェクター等の機器の設置レイアウトに即した画面レ

イアウトにしました。また、教室の壁面全体を「ホ

ワイトボード」にし、学生グループごとに電子黒板

プロジェクターを設置しています。それぞれのプロ

ジェクターは教員・学生が使用するタブレット端末

と連携しており、教材ファイルや参考となるウェブ

ページなどを大きく壁面に投影することで、学生同

士・グループ同士の情報共有を容易に行うことがで

きます。

さらに、授業においてICT機器をより積極的に活

用するために、受講する学生全員がタブレット端末

を使用できる無線LAN環境を整備しました。インタ

ーネットを活用した調べ学習を簡単に行うことがで

き、学生グループが主体となって、プロジェクター

を活用したグループディスカッションができる環境

を実現しました。

■今後の展望（導入大学の声）
大学側の意見やアイデアに対して、共信コミュニ

ケーションズ株式会社は「やってみましょう」と積

極的に対応してくださいました。教室を見ながら、

空間を活用したアクティブラーニング授業の流れを

意識して、システムやレイアウトなどのイメージを

膨らませていく中で、互いの信頼を深めていけたと

思います。今回「コラボルーム2」に「クリエイテ

ィブ・スクエア」を導入したことで、本学のアクテ

ィブラーニング授業への取り組みが、大きく前進し

ていけるものと考えています。アクティブラーニン

グ授業を実践している大学は近年増えてきました

が、その効果を高めるには「設備の充実」だけでな

く「教員側の授業の変革」も重要なファクターとな

ります。本学ではいずれの課題に対しても徹底的に

取り組むことで学生の学ぶ意欲を高め、中退者の減

少や、志願者・入学者の増加につなげています。

今後は、授業外学習のためのラーニングコモンズ、

卒業研究での発表や討論、さらには教員の研修や会

議まで、様々なシーンで「コラボルーム2」を活用

していきたいと考えています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（工学部長／教務部長／工学部人間環境学科

木枝暢夫教授）

問い合わせ先
共信コミュニケーションズ株式会社

システム営業部　営業三課

TEL: 03-3445-2077

E-mail: bunkyo-1g@kycom.co.jp

http://www.kycom.co.jp/users/users_casestudies09.

html
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大人数での同時アクセスでも

快適なレスポンスを発揮

“パソコンのないパソコン教室”を

可能にする無線LANインフラを整備

～中央大学での活用～

■はじめに
研究や教育の質を向上させるべく、継続的に情報

環境の整備に取り組んでいる学校法人中央大学で

は、学内全域からネットワークにアクセス可能な無

線LAN環境を2007年に整備しています。しかし、

タブレットやスマートフォンなど学生が持ち込むモ

バイルデバイスの数が増える中で、授業内でのデバ

イス活用を通じたIT

教育も視野に入れ

た、新たな時代に適

した無線LAN環境の

刷新を計画。そこで

全学的なネットワー

クインフラの刷新を

2013年に実施して

います。

■ネットワークアクセス可能なデバイスの急増を
受けて新たなインフラを模索
中央大学では、2007年に公共スペースで学生の

自習活動を支援するべく、学内全域でネットワーク

アクセスを可能にする無線LAN環境を導入していま

すが、スマートフォンやタブレットなどネットワーク

にアクセス可能なデバイスが急増したことを受け、

新たな時代に適した無線LAN環境のあるべき姿が全

学的な委員会の中で議論されるようになりました。

以前の環境では、先生が授業の中で教材表示用に

使用することが中心的な用途であり、授業に参加す

る大勢の学生が同時にアクセスするような使い方は

想定されていなかったと言います。実は、その当時

はiPhone発売前後の黎明期だったこともあり、ネッ

トワークに接続できるデバイスを学生が持ち込む機

会は少なかったのです。しかし現在では、一人が複

数のデバイスを持ち込むといったことも十分想定さ

れており、今の時代にマッチした環境作りが急務に。

そこで、全学的な委員会の中でITインフラの将来像

について議論が進む過程で“パソコンのないパソコ

ン教室”というキーワードが浮上します。これまで

IT学習と言えば、学生がパソコン教室に集まってコ

ンピュータについて学ぶ手法が一般的でしたが、こ

れからはIT分野でない授業の中でもITを活用してい

くことが日常的な風景となるのは間違いありませ

ん。たとえ教室でなくても、学内どこにいてもIT活

用できる環境がこれからの教育には欠かせないとの

考えでした。

ただし、既存の無線LAN環境では数多くのデバイ

スが快適に接続できるような環境でなかったことも

あり、これからの時代に適した無線LAN環境に刷新

していくプロジェクトが動き出すことになりました。

■100名同時アクセスでも快適なレスポンスが
発揮できることが条件に
新たな無線LAN環境の整備にあたって求められた

のは、たくさんのデバイスが同時に接続しても快適

なレスポンスと安定した運用管理が可能な環境でし

た。実際には、一つの教室で100名が同時にアクセ

スしたとしても、ストレスなくWebアクセスできる

環境を目指しました。具体的には、同時アクセスが

発生しても一人あたり1Mbpsの帯域は確保できる環

境です。1MbpsあればYouTubeをはじめとした動画

コンテンツでもストレスなく授業でも使えると考え

たと言います。

また、数多くのアクセスポイントをストレスなく

集中管理できる仕組みをはじめ、最新の無線LAN規

格に対応した製品であること、複数のキャンパスや

付属高校、学生寮といった飛び地の環境にも同じイ

ンフラとして拡張していけることなどが要件として

掲げられました。最終的には仮想コントローラを内

蔵したアクセスポイント（以下、AP）を採用する

ことでコストを抑えることに成功し、掲げた要件を

満たした新たな無線LAN環境に刷新することができ

ました。

アルバネットワークス株式会社

賛助会員だより

多摩キャンパス

（総合政策学部棟）
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■仮想コントローラ1台で最大62台のAP管理を　
実現
現在は、多摩キャンパスを中心に、後楽園キャン

パスや市ヶ谷キャンパスに最新の802.11ac対応も含

む、合計300台前後のAPが設置されており、ネット

ワーク管理ツールによって遠隔地であっても無線環

境の可視化が可能な状況です。物理的なコントロー

ラは導入せず、APによる仮想コントローラ機能で

集中管理を行っており、多いところでは、一つの仮

想コントローラで、最大62台のAPが管理されてい

ます。実際には、各教室をはじめ学内の様々な場所

にAPが設置されており、100名を超える規模の教室

には３台から４台のAPが設置され、中には外付け

の指向性アンテナを取り付けている教室もあるほど。

ネットワークへアクセスする際には統合認証基盤を

利用しており、LDAPサーバの情報を元にRADIUS

サーバが認証を行う構成が採用されています。また、

教育研究機関での無線LANの相互利用を可能にする

“eduroam JP”にも一部参加している状況です。

また、すべての学生がアクセスできる環境以外に

も、特定の学会や学部ごとに閉じた環境で利用でき

るようにするな

ど、一つのAP

上 に 複 数 の

SSIDが設定さ

れており、それ

ぞれが交わらな

いようVLANを

分けて管理して

います。

■快適なレスポンスで用途が広がる安定した
運用管理が可能に
多摩ITセンターが主導的な役割で新たな無線LAN

環境を整備した今回のプロジェクトですが、以前に

比べて無線LANの利用率は大きく向上していると評

判です。快適なネットワーク環境を整備したことで、

授業の中でITを活用することはもちろん、授業内容

を録画して学生の主体的な学修に役立てるといった

アクティブラーニングの領域でも、無線LAN環境が

情報へのアクセス手段の一つとして積極的に使われ

ています。最近では、学内の静かな場所から無線

LANを経由して企業の面接をオンラインで受けると

いった、就職活動の手段の一つとしても活用されて

いると言いま

す。他にも、

キーボードの

使い勝手から

母国の端末を

持ち込んでネ

ットワークア

クセスを希望

する留学生もいるようです。ご担当者からは次のよ

うなコメントをいただいています。

「導入後に iPadを使って速度調査を行いました

が、100 台で利用しても十分なレスポンスが確保で

きています」。

「今回は新たに導入した運用管理基盤のおかげで

無線状況の可視化が可能となり、運用管理の質が大

幅に向上しています」。

■キャンパス全域を無線LANエリアにClearPass
など新たなソリューションにも期待
今後については、キャンパス全域を無線LANエリ

アにしていくために、APのさらなる増設が計画さ

れています。それに伴って、物理的なコントローラ

を活用してよりきめ細かく制御していけるようにし

ていく予定です。特に多摩キャンパスについては、

広大な敷地を誇っており、屋外での無線LAN環境の

整備も今後進めていく予定です。

他にも、ユーザや端末毎に細かなポリシー設定を

し、運用負荷をかけずにゲストアクセスやBYODの

管理も実現できる統合認証基盤（ClearPass）の整備

や、オープンキャン

パスの来場者に、

Beaconを使った位

置情報をもとに大学

の魅力を発信できる

仕組みなども今後は

検討したいと語って

いただきました。

問い合わせ先
アルバネットワークス株式会社

公共営業部

TEL:03-6809-1540

E-mail:jinfo@arubanetworks.com

http://www.arubanetworks.co.jp

多摩キャンパス

（青年坂と１号館）



「大学教育と情報」投稿規程 （2008年５月改訂）

１．投稿原稿の対象
情報通信技術を活用した教育および環境に関する各種事例、例えば専門科目の授業における情報通信技術の活用や

情報リテラシー教育の事例、ネットワークの運用・管理の事例、その他海外情報など、大学等に参考となる内容を対
象とする。

また、企業による執筆の場合は、教育支援の代行、学内システム管理の代行、情報セキュリティなどの技術動向、
などをテーマとした、大学に参考となる内容を対象とする。

２．投稿の資格
原則として、大学・短期大学の教職員とする。

３．原稿の書き方
（１）字数

3,600字（機関誌２ページ）もしくは5,400字（機関誌３ページ）以内
（２）構成

本文には、タイトル、本文中の見出しをつける。（見出しの例：　１．はじめに　２．＊＊＊　３．＊＊＊）
（３）本文

Wordまたはテキスト形式で作成し、Wordの場合は、図表等を文章に挿入し作成する。
（４）図表等

図表等、上記字数に含む。（めやす：ヨコ７cm× タテ５cmの大きさで、約200字分）
１）写真：JPEGまたはTIFF形式とし、解像度600dpi程度とする。
２）ブラウザ画面：JPEGまたはTIFF形式とし、解像度600dpi程度とする。なお、画面中の文字を明瞭にしたい

場合はBITMAP形式とする。
３）その他図表：JPEG、TIFF、Excel、Word、PowerPointのいずれかの形式とする。

（５）本文内容
１）教育内容ついては、学問分野、授業での科目名、目的、履修対象者と人数、実施内容、実施前と後の比較、

教員や学生（TA等）への負担、教育効果（数値で示せるものがある場合）、学生の反応、今後の課題につい
て記述すること。

２）システム構築・運用については、構築の背景、目的、費用と時間、完成日、作成者、構築についての留意
点、学内からの支援内容（教員による作成の場合）、学内の反応、今後の課題について記述すること。

３）企業による紹介については、問い合せ先を明記する。

４．送付方法
本協会事務局へ以下のどちらかの方法で送付する。

１）電子メール：添付ファイルの容量が10MBを超える場合は、２）の通り郵送する。
２）郵送：データファイル（CD、MOに収録）とプリント原稿を送付する。

５．原稿受付の連絡
本協会事務局へ原稿が届いた後、１週間以内に事務局より著者へその旨連絡する。

６．原稿の取り扱い
投稿原稿は、事業普及委員会において取り扱いを決定する。

７．掲載決定通知
事業普及委員会において掲載が決定した場合は、掲載号を書面で通知し、修正を依頼する場合はその内容と期日に

ついても通知する。

８．校正
著者校正は初校の段階で１回のみ行う。その際、大幅な内容の変更は認めない。

９．「大学教育と情報」の贈呈
掲載誌を著者に５部贈呈する。希望に応じて部数を追加することは可能。

10．ホームぺージへの掲載
本誌への掲載が確定した原稿は、機関誌に掲載する他、当協会のホームページにて公開するものとする。

11．問い合わせ・送付先
公益社団法人私立大学情報教育協会事務局　　TEL：03-3261-2798　FAX：03-3261-5473 E-mail:info@juce.jp

〒102-0073　千代田区九段北4-1-14　九段北TLビル4F

JUCE Journal 2015年度 No.274

投稿規程

お詫びと訂正
2015年度No.1 私情協ニュースNo.3 「役員・各種委員会委員」のp.50「情報環境整備促進委員会」において、下記の通りお名
前に誤りがありましたので、お詫びして訂正いたします。

（誤）渡邉　博芳　帝京大学　理工学部教授　　⇒　（正）渡辺　博芳　帝京大学　理工学部教授
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旭川大学・旭川大学短期大学部

栗田　克実（情報教育研究センター所長）

千歳科学技術大学

川瀬　正明（学長）

北海学園大学・北海商科大学

森本　正夫（理事長）

北海道医療大学

二瓶　裕之（情報センター長）

北海道情報大学

冨士　隆（学長）

東北学院大学

佐藤　義則（情報処理センター長）

東北工業大学

工藤　栄亮（情報センター長）

東北福祉大学

萩野　浩基（学長）

東北薬科大学

佐藤　憲一（薬学部教授）

東日本国際大学・いわき短期大学

関沢　和泉（電算室長）

筑波学院大学

大島　愼子（学長）

流通経済大学

都築　一治（総合情報センター長）

足利工業大学・足利短期大学

松本　直文（情報科学センター長）

作新学院大学・作新学院大学女子短期大学部

太田　正（大学教育センター長）

白鴎大学

黒澤　和人（情報処理教育研究センター長）

跡見学園女子大学

植松　貞夫（情報メディアセンター長）

共栄大学

加藤　彰（学長）

埼玉医科大学

椎橋　実智男（情報技術支援推進センター長）

十文字学園女子大学・十文字学園女子大学短期大学部

岡本　英之（法人副本部長）

城西大学・城西国際大学・城西短期大学

霧島　和孝（情報科学研究センター所長）

駿河台大学

大貫　秀明（副学長）

西武文理大学

野口　佳一（サービス経営学部教授）

獨協大学・獨協医科大学・姫路獨協大学

東　孝博（教育研究支援センター所長）

日本工業大学

辻村　泰寛（工学部情報工学科主任、教授）

文教大学

佐久間　拓也（湘南情報センター長）

文京学院大学

海老澤　信一（情報教育研究センター長）

平成国際大学

堂ノ本　眞（学長）

江戸川大学

波多野　和彦（情報教育研究所長）

敬愛大学・千葉敬愛短期大学

森島　隆晴（メディアセンター長）

秀明大学

大塚　時雄（秀明IT教育センター長）

淑徳大学

齊藤　鉄也（情報教育センター長）

聖徳大学・聖徳大学短期大学部

川並　弘純（理事長・学長）

清和大学

織田　恭一（学長）

千葉工業大学

屋代　智之（情報科学部長）

千葉商科大学

柏木　将宏（情報基盤センター長）

中央学院大学

佐藤　英明（学長）

帝京平成大学

山本　通子（副学長）

東京歯科大学

井出　吉信（学長）

東洋学園大学

福地　宏之（現代経営学部准教授）

公益社団法人  私立大学情報教育協会社員並びに会員代表者名簿
236法人（255大学　80短期大学）

（平成27年９月27日現在）

名　簿

女子栄養大学・女子栄養大学短期大学部

香川　明夫（理事長）

青山学院大学・青山学院女子短期大学

宮川　裕之（情報メディアセンター所長）

麗澤大学

長谷川　教佐（情報教育センター長）
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大妻女子大学・大妻女子大学短期大学部

栗原　裕（副学長、総合情報センター所長）

学習院大学・学習院女子大学

山本　政人（計算機センター所長）

北里大学

後藤　明夫（情報基盤センター長）

共立女子大学・共立女子短期大学

仁科　克己（情報センター長）

慶應義塾大学

野寺　隆（インフォメーションテクノロジーセンター所長）

恵泉女学園大学

川島　堅二（学長）

工学院大学

田中　輝雄（情報学部コンピュータ科学科長）

国際基督教大学

森本　あんり（学務副学長）

国士舘大学

加藤　直隆（情報環境専門部会長）

駒澤大学・苫小牧駒澤大学

小沢　利久（総合情報センター所長）

実践女子大学・実践女子大学短期大学部

竹内　光悦（情報センター長）

芝浦工業大学

角田　和巳（学術情報センター長）

順天堂大学

木南　英紀（学長）

上智大学・上智大学短期大学部

武藤　康彦（情報システム室長）

昭和大学

久光　正（総合情報管理センター長）

昭和女子大学

坂東　眞理子（理事長・学長）

白梅学園大学・白梅学園短期大学

倉澤　寿之（情報処理センター長）

白百合女子大学・仙台白百合女子大学

山田　和男（総務部情報システム管理課課長）

成蹊大学

甲斐　宗徳（高等教育開発・支援センター所長）

成城大学

南　保輔（メディアネットワークセンター長）

清泉女子大学

可児　光眞（情報環境センター長）

桜美林大学

品川　昭（情報システム部部長）

専修大学・石巻専修大学

高萩　栄一郎（情報科学センター長）

大東文化大学

村　俊範（学園総合情報センター所長）

高千穂大学

笹金　光徳（学長）

拓殖大学・拓殖大学北海道短期大学

川名　明夫（学長）

玉川大学

稲葉　興己（教学部長）

中央大学

佐藤　文博（情報環境整備センター所長）

津田塾大学

青柳　龍也（計算センター長）

帝京大学・帝京大学短期大学

冲永　佳史（理事長・学長）

東海大学・東海大学短期大学部・東海大学医療技術短期大学・東海大学福岡短期大学

高橋　隆男（情報教育センター教授）

東京医療保健大学

木村　哲（学長）

東京家政大学・東京家政大学短期大学部

新川　辰郎（コンピュータシステム管理センター所長）

東京経済大学

岸　志津江（情報ネットワーク委員長）

東京工科大学

田胡　和哉（メディアセンター長）

東京工芸大学

永江　孝規（情報処理教育研究センター長）

東京慈恵会医科大学

福島　統（教育センター長）

東京女子大学

荻田　武史（情報処理センター長）

東京女子医科大学

吉岡　俊正（理事長・学長）

東京電機大学

小山　裕徳（総合メディアセンター長）

東京都市大学

山口　勝己（情報基盤センター所長）

東京農業大学・東京情報大学・東京農業大学短期大学部

穂坂　賢（コンピュータセンター長）　

東京富士大学

萩野　弘道（システム管理部長）

創価大学・創価女子短期大学

木村　富美子（ｅラーニングセンター長）

名　簿
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東京理科大学・諏訪東京理科大学・山口東京理科大学

太原　育夫（教育支援機構情報教育センター長）

東洋大学

竹村　牧男（学長）

日本大学・日本大学短期大学部

出村　克宣（総合学術情報センター長）

日本医科大学・日本獣医生命科学大学

林　宏光（ICT推進センター長）

日本歯科大学・日本歯科大学東京短期大学・日本歯科大学新潟短期大学

中原　泉（理事長・学長）

日本女子大学

濱部　勝（メディアセンター所長）

日本女子体育大学

三角　哲生（理事長）

法政大学

廣瀬　克哉（学術支援本部担当理事）

武蔵大学

梅田　茂樹（情報・メディア教育センター長）

武蔵野大学

佐藤　佳弘（教養教育部教授）

武蔵野美術大学

長澤　忠徳（学長）

明治大学

向殿　政男（顧問、名誉教授）

明治学院大学

秋月　望（情報センター長）

立教大学

枝元　一之（メディアセンター長）

立正大学

友永　昌治（情報メディアセンター長）

和光大学

小関　和弘（附属梅根記念図書・情報館長）

早稲田大学

大野　髙裕（理事、理工学術院教授）

神奈川大学

吉井　蒼生夫（常務理事）

神奈川工科大学

田中　哲雄（情報教育研究センター所長）

関東学院大学

岡本　教佳（情報科学センター長）

相模女子大学・相模女子大学短期大学部

大掛　章（情報システム課長）

東邦大学

逸見　真恒（ネットワークセンター長）

産業能率大学・自由が丘産能短期大学

森本　喜一郎（情報センター所長）

女子美術大学・女子美術大学短期大学部

大村　智（理事長）

東洋英和女学院大学

柳沢　昌義（情報処理センター長）

フェリス女学院大学

春木　良且（情報センター長）

新潟経営大学

齊藤　光俊（経営情報学部准教授）

新潟国際情報大学

佐々木　桐子（情報文化学部准教授）

新潟薬科大学

寺田　弘（理事長・学長）

新潟リハビリテーション大学

山村　千絵（学長）

金沢学院大学

桑野　裕昭（経営情報学部教授）

金沢星稜大学・金沢星稜大学女子短期大学部

田辺　栄（情報メディアセンター部長）

金沢工業大学

河合　儀昌（情報処理サービスセンター所長）

福井工業大学

池田　岳史（情報システムセンター長）

帝京科学大学

冲永　莊八（理事長・学長）

山梨学院大学・山梨学院短期大学

齊藤　実（電算機センター長）

岐阜医療科学大学・中日本自動車短期大学

間野　忠明（学長）

岐阜聖徳学園大学・岐阜聖徳学園大学短期大学部

石原　一彦（情報教育研究センター長）

中京学院大学・中京学院大学中京短期大学部

長野　正（学長）

中部学院大学・中部学院大学短期大学部

中川　雅人（総合研究センター副所長）

静岡英和学院大学・静岡英和学院大学短期大学部

武藤　元昭（学長）

静岡産業大学

三枝　幸文（学長）

聖隷クリストファー大学

小柳　守弘（専務理事・法人事務局事務局長）

湘南工科大学

小林　学（メディア情報センター長）

名　簿
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愛知大学・愛知大学短期大学部

松井　吉光（情報メディアセンター所長）

愛知学泉大学・愛知学泉短期大学

若林　努（学長）

愛知工業大学

伊藤　雅（計算センター長）

愛知淑徳大学

親松　和浩（情報教育センター長）

桜花学園大学・名古屋短期大学

石黒　宣俊（学長）

金城学院大学

長谷川　元洋（マルチメディアセンター長）

至学館大学・至学館大学短期大学部

前野　博（情報処理センター長）

椙山女学園大学

黒柳　晴夫（学園情報センター長）

大同大学

朝倉　宏一（情報センター長）

中京大学

目加田　慶人（情報センター長）

中部大学

岡崎　明彦（総合情報センター長）

名古屋外国語大学・名古屋学芸大学・名古屋学芸大学短期大学部

中西　克彦（理事長）

名古屋学院大学

三井　哲（学術情報センター長）

名古屋女子大学・名古屋女子大学短期大学部

越原　洋二郎（学術情報センター長）

南山大学・南山大学短期大学部

ミカエル・カルマノ（学長）

日本福祉大学

二木　立（学長）

名城大学

佐川　雄二（情報センター長）

皇學館大学

河野　訓（副学長）

鈴鹿医療科学大学

奥山　文雄（ICT教育センター長）

大谷大学・大谷大学短期大学部

松川　節（研究・国際交流担当副学長）

京都外国語大学・京都外国語短期大学

梶川　裕司（マルチメディア教育研究センター長）

愛知学院大学・愛知学院大学短期大学部

佐藤　悦成（学長）

京都光華女子大学・京都光華女子大学短期大学部

相場　浩和（図書館長、情報教育センター長）

京都女子大学

諸岡　晴美（教務部長）

京都橘大学

一瀬　和夫（学術情報部長）

京都ノートルダム女子大学

須川　いずみ（図書館情報センター館長）

成美大学

内山　昭（学長）

同志社大学・同志社女子大学

廣安　知之（副CIO、生命医科学部教授）

佛教大学

篠原　正典（情報推進室室長）

立命館大学・立命館アジア太平洋大学

永井　清（教学部長、理工学部教授）

龍谷大学・龍谷大学短期大学部

池田　勉（総合情報化機構長）

大阪青山大学・大阪青山短期大学

辰口　和保（情報教育センター長）

大阪学院大学・大阪学院大学短期大学部

坂口　清隆（事務局長）

大阪経済大学

林田　修（情報処理センター長）

大阪経済法科大学

山木　和（情報科学センター長代理）

大阪芸術大学・大阪芸術大学短期大学部

武村　泰宏（教務部システム管理センター長）

大阪工業大学・摂南大学・広島国際大学

吉野　正美（システム担当理事）

大阪産業大学・大阪産業大学短期大学部

近江　和生（情報科学センター所長）

大阪歯科大学

藤原　眞一（化学教室主任教授）

大阪樟蔭女子大学

森　眞太郎（理事長）

大阪女学院大学

小松　泰信（ラーニングソリューションセンター長）

大阪成蹊大学・びわこ成蹊スポーツ大学・大阪成蹊短期大学

山本　昌直（法人事務本部長）

大阪体育大学

工藤　俊郎（情報処理センター長）

京都産業大学

福井　和彦（副学長）

名　簿
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大阪電気通信大学

兼宗　進（メディアコミュニケーションセンター長）

関西大学

柴田　一（インフォメーションテクノロジーセンター所長）

関西医科大学

伊藤　誠二（副学長、大学情報センター長）

近畿大学・近畿大学短期大学部・近畿大学九州短期大学

井口　信和（総合情報基盤センター長）

四天王寺大学・四天王寺大学短期大学部

瀧藤　尊淳（理事長）

太成学院大学

足立　裕亮（理事長・学長）

帝塚山学院大学

津田　謹輔（学長）

阪南大学

神尾　登喜子（副学長、情報センター長）

東大阪大学・東大阪大学短期大学部

太田　和志（情報センター長）

桃山学院大学

藤間　真（情報センター長）

芦屋大学

比嘉　悟（学長）

大手前大学・大手前短期大学

畑　耕治郎（情報メディアセンター長）

関西学院大学・聖和大学

巳波　弘佳（学長補佐）

甲南大学

井上　明（教育学習支援センター所長）

神戸学院大学

佐藤　伸明（図書館・情報処理センター所長）

神戸松蔭女子学院大学

古家　伸一（情報教育センター所長）

神戸女学院大学

出口　弘（情報処理センターディレクター）

神戸女子大学・神戸女子短期大学

行吉　宜孝（学園情報センター長）

神戸親和女子大学

間渕　泰尚（情報処理教育センター長）

園田学園女子大学・園田学園女子大学短期大学部

難波　宏司（情報教育センター所長）

兵庫大学・兵庫大学短期大学部

北島　律之（情報メディアセンター長）

追手門学院大学

三上　剛史（図書館・情報メディア部部長）

武庫川女子大学・武庫川女子大学短期大学部

中野　彰（情報教育研究センター長）

畿央大学

冬木　正彦（理事長）

帝塚山大学

向井　篤弘（副学長）

奈良学園大学・奈良学園大学奈良文化女子短期大学部

門垣　一敏（情報センター長）

岡山理科大学・千葉科学大学・倉敷芸術科学大学

加計　晃太郎（理事長・総長）

吉備国際大学・九州保健福祉大学・吉備国際大学短期大学部

加計　美也子（理事長・総長）

就実大学・就実短期大学

野本　明成（情報センター室長）

ノートルダム清心女子大学

髙木　孝子（学長）

広島工業大学

鈴村　文寛（情報システムメディアセンター長）

広島国際学院大学・広島国際学院大学自動車短期大学部

高木　尚光（情報処理センター長）

広島修道大学

海生　直人（情報センター長）

広島女学院大学

山下　京子（大学総合学生支援センター長）

広島文化学園大学・広島文化学園短期大学

岡　隆光（学長）

福山大学

筒本　和広（共同利用副センター長（ICTサービス部門長））

高松大学・高松短期大学

丸山　豊史（情報処理教育センター長）

松山大学・松山短期大学

壇　裕也（情報センター長）

九州共立大学・九州女子大学・九州女子短期大学

田中　雄二（情報処理教育研究センター長）

九州産業大学・九州造形短期大学

下川　俊彦（総合情報基盤センター所長）

久留米工業大学

森　和典（学術情報センター長）

西南学院大学

田中　謙一郎（情報処理センター所長）

聖マリア学院大学

井手　三郎（理事長・学長）

流通科学大学

石井　淳藏（学長）

名　簿
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第一薬科大学

櫻田　司（副学長）

中村学園大学・中村学園大学短期大学部

新ヶ江　登美夫（情報処理センター長）

福岡大学

佐藤　研一（総合情報処理センター長）

筑紫女学園大学・筑紫女学園大学短期大学部

吉野　嘉高（情報メディアセンター長）

宮崎産業経営大学

久保田　博道（情報センター長）

鹿児島国際大学

森田　照光（情報処理センター長）

沖縄国際大学

鵜池　幸雄（情報センター所長）

新島学園短期大学

岩田　雅明（学長）

戸板女子短期大学

辻 啓介（学長）

立教女学院短期大学

若林　一美（理事長・学長）

日本文理大学

松下　乾次（図書館長、NBUメディアセンター長）

別府大学・別府大学短期大学部

西村　靖史（メディア教育・研究センター情報教育・研究部長）

名　簿

福岡工業大学・福岡工業大学短期大学部

若原　俊彦（情報処理センター長）

福岡女学院大学・福岡女学院大学短期大学部

金藤　完三郎（情報教育センター長）

長崎総合科学大学

下島　真（情報科学センター長）

熊本学園大学

川田　亮一（ｅ-キャンパスセンター長）

崇城大学

西　宏之（総合情報センター長）

産業技術短期大学

小島　彰（学長）

機関誌「大学教育と情報」アンケート
より充実した情報を掲載していくため、ご意見をお寄せ下さいますようお願いいたします。

＜ご回答方法＞
○　Web画面にご記入の上、送信　　http://www.juce.jp/jenquete/
○ 本ページをコピー、ご記入の上、FAX（03-3261-5473）にて送付

１．今号についてご感想やご意見をご記入下さい。

２．本誌で今後掲載してほしい内容についてご意見をご記入下さい。

３．ご回答いただいた方について、下記に該当するものを選択下さい（複数回答可）。

大学・短期大学の教員 大学・短期大学の職員
□　学部 □　教育支援部門
□　教育支援部門 □　FD部門
□　FD部門 □　情報センター部門
□　情報センター部門 □　管理部門

□　その他
□　賛助会員の企業
□　その他






	00-1表1
	00-2表２
	00-5目次
	00-6執筆者紹介
	01巻頭言
	02-1学びの扉／1
	02-2学びの扉／2
	03-1人材／及川
	03-2人材／児島
	04学修支援
	05入会案内
	06事業活動報告
	07募集
	08-1賛助／内田洋行
	08-2賛助／日立製作所
	08-3賛助／日本電気
	08-4賛助／東和エンジニアリング
	08-5賛助／日本システム技術
	08-6賛助／ワオ・コーポレーション
	08-7賛助／メルー・ネットワークス
	08-8賛助／トレンドマイクロ
	08-9賛助／東通産業
	08-10賛助／共信コミュニケ
	08-11賛助／アルバネット
	09投稿規定
	10会員名簿
	00-3表３
	00-4表4＆背文字.pdf



